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11 調調査査のの目目的的  

本調査は、産業廃棄物施策の基礎資料を得るため、令和３年度における都内の産

業廃棄物(特別管理産業廃棄物を含む)の排出量、処理量等を推計し、処理状況を把

握するとともに今後の廃棄物発生量予測を行うことを目的とする。 

 

22 調調査査対対象象期期間間  

令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 

 

33 調調査査対対象象廃廃棄棄物物  

((11)) 産産業業廃廃棄棄物物  

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」(昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物

処理法」という。)及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」（昭和 46 年政

令第 300 号。以下「廃棄物処理法施行令」という。)に定められた産業廃棄物及び混

合廃棄物で、表 1-1 に示すものを調査対象とした。 

表表  11--11  調調査査のの対対象象ととすするる産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類  

 
 

((22)) 特特別別管管理理産産業業廃廃棄棄物物  

廃棄物処理法施行令第 2 条の 4 に定められた特別管理産業廃棄物で、表 1-2 に示

備考
燃え殻

繊維くず
動物性残さ
動物系固形不要物
動物のふん尿
動物の死体

工作物の新築、改築又は除去に伴って発生した産業廃棄物
のうち、分別が困難等の理由により排出事業者が分別を行
わずに排出したもの。

分類が困難な廃棄物 上記の分類に当てはめることが困難な産業廃棄物

種類

汚
泥

が
れ
き
類

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず

政令13号物（上記廃棄物の処理物であってこれ
らに該当しないもの）

廃油

水銀含有ばいじん等
廃アルカリ

水銀含有ばいじん等
廃プラスチック類
ゴムくず
金属くず

水銀使用製品産業廃棄物

水銀使用製品産業廃棄物
鉱さい

水銀含有ばいじん等

それぞれ廃棄物処理法第２条第４項第１号及び廃棄物処理
法施行令第２条第１項第１号から第13号に定めるものをい
う。
また、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和
6 4年厚生省令第3 5号）第7条の2の3で規定する石綿含有
廃棄物についても調査対象とする。

なお、汚泥及びがれき類にあっては、それぞれ細目ごとに調
査を行った。

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くずは、本文中では
「ガラス・陶磁器くず」と略した。

混合廃棄物

産
業
廃
棄
物

水銀含有ばいじん等

廃酸

水銀含有ばいじん等
上水汚泥
下水汚泥
建設汚泥
その他の汚泥

石綿含有廃棄物

コンクリート塊
アスファルト・コンクリート塊
その他のがれき類

ばいじん
水銀含有ばいじん等

紙くず
木くず

－ 1－



 

すものを調査対象とした。 

表表  11--22  調調査査のの対対象象ととすするる特特別別管管理理産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類  

 

 

44 調調査査対対象象業業種種  

日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）に基づく業種区分を基本に、東京都に

おける産業構造や業種の特性から、表 1-3 に示すとおり産業廃棄物の発生が見込ま

れる主な業種を対象とした。 

表表  11--33  調調査査対対象象ととすするる業業種種  

  

   

備考

燃え殻
ばいじん
廃油（廃溶剤）
汚泥（金属等を含むもの）
廃酸（金属等を含むもの）
廃アルカリ （金属等を含むもの）

それぞれ廃棄物処理法施行令第２条の４に定めるもの。
なお、特定有害廃棄物にあっては、「廃PCB等」、「PCB
汚染物」、「PCB処理物」を一括りとして調査した。
それ以外についてはそれぞれ細目ごとに調査を行った。

廃PCB等
PCB汚染物
PCB処理物
指定下水道汚泥
鉱さい

廃水銀等
廃石綿等

特
定
有
害
廃
棄
物

廃油
廃酸
廃アルカリ
感染性廃棄物

種類

特
別
管
理
産
業
廃
棄
物

業種 備考

農業、林業 大分類Aに該当する事業者

建設業 大分類Dに該当する事業者

製造業 大分類Eに該当する事業者

上下水道業 大分類Fのうち、中分類36 (水道業)に該当する事業者

電気・ガス・熱供給業 大分類Fのうち、中分類36 (水道業)を除く事業者

情報通信業 大分類Gに該当する事業者

運輸業、郵便業 大分類Hに該当する事業者

卸売業、小売業 大分類Iに該当する事業者

不動産業、物品賃貸業 大分類Kに該当する事業者

学術研究、専門・技術サービス業 大分類Lに該当する事業者

宿泊業、飲食サービス業 大分類Mに該当する事業者

生活関連サービス業、娯楽業 大分類Nに該当する事業者

教育、学習支援業 大分類Oに該当する事業者

医療、福祉 大分類Pに該当する事業者

サービス業 大分類Rのうち、中分類89 (自動車整備業)を除く事業者

自動車整備業 大分類Rのうち、中分類89 (自動車整備業)に該当する事業者

－ 2－
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定
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害
廃
棄
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廃油
廃酸
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種類

特
別
管
理
産
業
廃
棄
物

業種 備考
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建設業 大分類Dに該当する事業者
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教育、学習支援業 大分類Oに該当する事業者

医療、福祉 大分類Pに該当する事業者

サービス業 大分類Rのうち、中分類89 (自動車整備業)を除く事業者
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55 調調査査項項目目  

((11)) 産産業業廃廃棄棄物物のの発発生生量量等等  

産業廃棄物の処理状況について表 1-4 に示す調査項目について推計し、これを業

種別、種類別及びこれらの組み合わせごとに集計した。 

 

表表  11--44  調調査査項項目目  

区分 内容 項目 

排出事業者 

産業廃棄物に

関する内容 

種類、不要物等発生量、有償売却量、排出量、自己中間処

理量、自己中間処理後量、自己減量化量、自己未処理量、

自己未処理再生利用量、自己中間処理後再生利用量、自己

中間処理後自己最終処分量、自己未処理自己最終処分量、

委託処理量、委託中間処理量、委託直接最終処分量、自己

中間処理地、自己最終処分地、委託中間処理地、委託最終

処分地 

事業活動に 

関する内容 

産業廃棄物の発生量の推計に利用する事業活動量指標 

(元請完成工事高、製造品出荷額、患者数、従業者数など) 

処理業者 
産業廃棄物に

関する内容 

種類、委託直接最終処分量、委託中間処理量、委託減量化

量、委託中間処理後量、委託中間処理後再生利用量、委託

中間処理後最終処分量、委託中間処理地、委託最終処分地 

全体 
産業廃棄物に

関する内容 
再生利用量、減量化量、最終処分量 

 

((22)) 広広域域処処分分状状況況  

中間処理、最終処分の種類別都内都外処理状況を、表 1-5 に示す地域ごとに集計

した。 

 

表表  11--55  地地域域のの区区分分  

地域 都府県 

北 海 道 - 

東 北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関 東 
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈

川県 

甲 信 越 新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県 

東 海 ・ 中 部 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

近 畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中 国 ・ 四 国 
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川

県、愛媛県、高知県 

九 州 ・ 沖 縄 
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児

島県、沖縄県 

 

  

－ 3－



 

66 産産業業廃廃棄棄物物のの処処理理フフロローー  

産業廃棄物の発生から最終処分までの一連の流れは、図 1-1 及び図 1-2 に示すと

おりである。また、各用語の定義は表 1-6 に示すとおりである。 

「図 1-1 処理処分の流れ図」は、排出量を起点として、中間処理量や最終的な再

生利用量、最終処分量等、廃棄物の処理・処分の流れを総括的に整理したものであ

る。 

「図 1-2 処理処分の詳細流れ図」は、不要物等発生量を起点として、自己中間処

理、委託中間処理など処理処分の主体を区分する等、廃棄物の流れを整理したもの

である。 

 

 

  

図図  11--11  処処理理処処分分のの流流れれ図図  

 

  

再生利用量

U
M 2 1 G T

13 J T 7 2 0
直接 10 2 0 処理後

再生利用量 G H 再生利用量
7 8

処理後量
D E O H J

4 5 15 8 10
排出量 中間処理量 処理後

A A 最終処分量
2 7

減量化量
N P Y

14 16 2 5
直接 最終処分量

最終処分量

R

Q

C D+ G 2

G 1

G 2 + G 4

E 1+ E 2 + E 4

+ M1+ M2

T

E 2 + E 4 + M 2

E 1+ M 1

－ 4－
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生利用量、最終処分量等、廃棄物の処理・処分の流れを総括的に整理したものであ

る。 

「図 1-2 処理処分の詳細流れ図」は、不要物等発生量を起点として、自己中間処

理、委託中間処理など処理処分の主体を区分する等、廃棄物の流れを整理したもの

である。 

 

 

  

図図  11--11  処処理理処処分分のの流流れれ図図  

 

  

再生利用量

U
M 2 1 G T

13 J T 7 2 0
直接 10 2 0 処理後

再生利用量 G H 再生利用量
7 8

処理後量
D E O H J

4 5 15 8 10
排出量 中間処理量 処理後

A A 最終処分量
2 7

減量化量
N P Y

14 16 2 5
直接 最終処分量

最終処分量

R

Q

C D+ G 2

G 1

G 2 + G 4

E 1+ E 2 + E 4

+ M1+ M2

T

E 2 + E 4 + M 2

E 1+ M 1

 

  

図図  11--22  処処理理処処分分のの詳詳細細流流れれ図図  
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表表  11--66  流流れれ図図のの用用語語のの定定義義  

  

 

   

定義

事業場内等で生じた産業廃棄物量及び有価売却量

不要物等発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却した量

不要物等発生量のうち、有償売却量を除いた量

排出量のうち、排出事業者自らが中間処理した廃棄物量で処理前の量

自己で中間処理した後の廃棄物量

（E 1）自己中間処理後再生利用量 自己中間処理後量のうち、自ら利用し、又は他者に有償で売却した量

（E 2）自己中間処理後自己最終処分量 自己中間処理後量のうち、自己の埋立地に処分した量

（E 3）自己中間処理後委託中間処理量 自己中間処理後量のうち、中間処理を他者に委託した量

（E 4）自己中間処理後委託直接最終処分量 自己中間処理後量のうち、中間処理されることなく他者の埋立地に処分した量

自己中間処理量から自己中間処理後量を差し引いた量

排出量のうち、自己中間処理されなかった量

（G 1）自己未処理再生利用量

　　　（直接再生利用量）
自己未処理量のうち、自ら再利用した量

（G 2）自己未処理自己最終処分量 自己未処理量のうち、自己の埋立地に処分した量

（G 3）自己未処理委託中間処理量 自己未処理量のうち、中間処理を他者に委託した量

（G 4）自己未処理委託直接最終処分量 自己未処理量のうち、中間処理されることなく他者の埋立地に処分した量

中間処理及び最終処分を他者に委託した量

委託処理量のうち、処理業者等で中間処理された量

処理業者等で委託中間処理された後の廃棄物量

（M 1）委託中間処理後再生利用量 委託中間処理後量のうち、処理業者等が自ら利用、又は他者に有償で売却した量

（M 2）委託中間処理後最終処分量 委託中間処理後量のうち、最終処分された量

委託中間処理量から委託中間処理後量を差し引いた量

委託処理量のうち、処理業者等で中間処理されることなく最終処分された量

処理業者等で最終処分された量

排出事業者と処理業者等の最終処分量の合計

排出事業者又は処理業者等で再生利用された量

排出事業者又は処理業者等の中間処理により減量された量

（P）委託最終処分量

（Q）最終処分量

（R）再生利用量

（T）減量化量

（N）委託減量化量

（M ）委託中間処理後量

（K）委託処理量

（L）委託中間処理量

（O）委託直接最終処分量

（A）不要物等発生量

（B）有償売却量

項目

（C）排出量

（D）自己中間処理量

（E）自己中間処理後量

（F）自己減量化量

（G）自己未処理量

－ 6－



 

表表  11--66  流流れれ図図のの用用語語のの定定義義  

  

 

   

定義

事業場内等で生じた産業廃棄物量及び有価売却量

不要物等発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却した量

不要物等発生量のうち、有償売却量を除いた量

排出量のうち、排出事業者自らが中間処理した廃棄物量で処理前の量

自己で中間処理した後の廃棄物量

（E 1）自己中間処理後再生利用量 自己中間処理後量のうち、自ら利用し、又は他者に有償で売却した量

（E 2）自己中間処理後自己最終処分量 自己中間処理後量のうち、自己の埋立地に処分した量

（E 3）自己中間処理後委託中間処理量 自己中間処理後量のうち、中間処理を他者に委託した量

（E 4）自己中間処理後委託直接最終処分量 自己中間処理後量のうち、中間処理されることなく他者の埋立地に処分した量

自己中間処理量から自己中間処理後量を差し引いた量

排出量のうち、自己中間処理されなかった量

（G 1）自己未処理再生利用量

　　　（直接再生利用量）
自己未処理量のうち、自ら再利用した量

（G 2）自己未処理自己最終処分量 自己未処理量のうち、自己の埋立地に処分した量

（G 3）自己未処理委託中間処理量 自己未処理量のうち、中間処理を他者に委託した量

（G 4）自己未処理委託直接最終処分量 自己未処理量のうち、中間処理されることなく他者の埋立地に処分した量

中間処理及び最終処分を他者に委託した量

委託処理量のうち、処理業者等で中間処理された量

処理業者等で委託中間処理された後の廃棄物量

（M 1）委託中間処理後再生利用量 委託中間処理後量のうち、処理業者等が自ら利用、又は他者に有償で売却した量

（M 2）委託中間処理後最終処分量 委託中間処理後量のうち、最終処分された量

委託中間処理量から委託中間処理後量を差し引いた量

委託処理量のうち、処理業者等で中間処理されることなく最終処分された量

処理業者等で最終処分された量

排出事業者と処理業者等の最終処分量の合計

排出事業者又は処理業者等で再生利用された量

排出事業者又は処理業者等の中間処理により減量された量

（P）委託最終処分量

（Q）最終処分量

（R）再生利用量

（T）減量化量

（N）委託減量化量

（M ）委託中間処理後量

（K）委託処理量

（L）委託中間処理量

（O）委託直接最終処分量

（A）不要物等発生量

（B）有償売却量

項目

（C）排出量

（D）自己中間処理量

（E）自己中間処理後量

（F）自己減量化量

（G）自己未処理量

 

77 調調査査方方法法  

((11)) 発発生生量量のの推推計計方方法法  

産業廃棄物の不要物等発生量及び排出量等は、産業廃棄物・特別管理産業廃棄物

処理計画実施状況報告書（令和３年度実績）及びアンケート調査結果（アンケート調

査票）を活用して推計した。 

具体的な推計方法は表 1-7 に示すとおりである。 

 

表表  11--77  都都内内産産業業廃廃棄棄物物のの発発生生量量のの推推計計方方法法（（概概要要））  

事業者 推 計 方 法 

多量排出事業者
※ 

産業廃棄物・特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書（令和３年度実績）及び

アンケート調査結果を集計する。 

多量排出事業者 

以外の事業者 

（ そ の 他 事 業

者） 

アンケート調査結果を活用して推計する。 

・原単位：アンケート調査で得られた発生原単位を使用 

・活動量指標：令和３年度の活動量指標値を使用 

上記の原単位に活動量指標値を乗じて算出した。 

ただし、都内の活動指標量から多量排出事業者の活動指標量を除いた分をその他の

事業者の活動指標量の母集団とした。 

※ 多量排出事業者：廃棄物処理法では、前年度に産業廃棄物を 1,000 トン（特別管理産業廃棄物

については 50 トン）以上排出した事業者は、産業廃棄物（又は特別管理産業廃棄物）処理計画

書の提出が義務づけられており、また前年度に産業廃棄物（又は特別管理産業廃棄物）処理計

画書を提出した事業者は、その実施状況の報告も義務づけられている。 

 

なお、発生量の推計方法の概要は図 1-3 に示すとおりである。 

 

  

図図  11--33  発発生生量量推推計計のの流流れれ  
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－ 7－



 

活動量指標単位当たりの産業廃棄物発生量を示す発生原単位については、アンケ

ート調査によって得られた標本（特異値を除く。）の業種別、種類別の集計産業廃棄

物量と、業種別の集計活動量指標値から次式により算出した。活動量指標値は、表 1-

8 に示すものを使用した。 

なお、特異値とは、同業他社と比較し発生・処理状況が大きく異なる等、特殊な標

本のことを指す。 

 

発生原単位 

α＝Ｗa／Ｏa 

α：発生原単位 

Ｗa：特異値以外の集計発生量 

Ｏa：特異値以外の集計活動量指標値 

 

標本以外の発生量推計値 

Ｗz＝α×Ｏ 

Ｗz：標本以外の発生量推計値 

α：発生原単位 

Ｏ：標本以外の活動量指標値 

（都全体の母集団指標値より標本調査で捕捉した指標値を除いた残り） 

 

表表  11--88  業業種種別別のの活活動動量量指指標標  

  

  

活動量指標 出典

元請完成工事高 建設工事施工統計調査報告（国土交通省）

製造品出荷額等 工業統計（東京都）

患者数 医療施設調査・病院報告（厚生労働省）

従業者数 経済センサス（総務省）

産業分類

建設業

製造業

医療・福祉

その他の業種

－ 8－



 

活動量指標単位当たりの産業廃棄物発生量を示す発生原単位については、アンケ

ート調査によって得られた標本（特異値を除く。）の業種別、種類別の集計産業廃棄

物量と、業種別の集計活動量指標値から次式により算出した。活動量指標値は、表 1-

8 に示すものを使用した。 

なお、特異値とは、同業他社と比較し発生・処理状況が大きく異なる等、特殊な標

本のことを指す。 

 

発生原単位 

α＝Ｗa／Ｏa 

α：発生原単位 

Ｗa：特異値以外の集計発生量 

Ｏa：特異値以外の集計活動量指標値 

 

標本以外の発生量推計値 

Ｗz＝α×Ｏ 

Ｗz：標本以外の発生量推計値 

α：発生原単位 

Ｏ：標本以外の活動量指標値 

（都全体の母集団指標値より標本調査で捕捉した指標値を除いた残り） 

 

表表  11--88  業業種種別別のの活活動動量量指指標標  

  

  

活動量指標 出典

元請完成工事高 建設工事施工統計調査報告（国土交通省）

製造品出荷額等 工業統計（東京都）

患者数 医療施設調査・病院報告（厚生労働省）

従業者数 経済センサス（総務省）

産業分類

建設業

製造業

医療・福祉

その他の業種

 

((22)) 処処理理量量のの推推計計方方法法  

処理処分の流れ図（図 1-1 及び図 1-2）の各項目の処理量は、産業廃棄物・特別管

理産業廃棄物処理計画実施状況報告書（令和３年度実績）及びアンケート調査結果

（アンケート調査票）を活用して、表 1-9 の方法により推計した。 

 

表表  11--99  処処理理・・処処分分量量等等推推計計方方法法一一覧覧  

  

 

なお、広域処分の状況については、上記調査結果のほか、令和４年度に提出された

令和３年度実績報告書を基に集計された「令和３年度産業廃棄物処理業実績報告書」

の産業廃棄物別・処分地域別の収集運搬量、最終処分量等の比率を参考とした。 

   

多量排出事業者 その他事業者

自己中間処理量（D）

自己中間処理後量（E）

自己中間処理後再生利用量（E 1）

自己中間処理後自己最終処分量（E 2）

自己中間処理後委託中間処理量（E 3）

自己中間処理後委託直接最終処分量（E 4）

自己未処理再生利用量（G 1）

自己未処理自己最終処分量（G 2）

自己未処理委託中間処理量（G 3）

自己未処理委託直接最終処分量（G 4）

自己減量化量（D－E＝F）

自己未処理量（G）

委託処理量（K）

委託減量化量（L－M＝N）

委託中間処理後再生利用量（M 1）

委託直接最終処分量（O）

委託中間処理量（L）

委託中間処理後量（M）

委託中間処理後最終処分量（M 2）

中間処理後最終処分量（E 2+  E 4+ M 2）

再生利用量（E 1+ G 1+ M 1＝R）

最終処分量（E 2+  E 4+ G 2+ G 4+ M 2＝Q）

集計又は推計された他の処理・処分量から加算・減算して算出

実施状況報告書及びアンケート調
査結果を集計。
不明なものについては、令和２年
度実績より排出量に対する各項目
量の比率を算出し、その比率を排
出量に乗じて算出

アンケート調査結果から排出量に
対する各項目量の比率を算出し、
その比率を排出量に乗じて算出

直接再生利用量（G 1）

直接最終処分量（G 2+ G 4）

中間処理量（D+ G 3）

処理後量（E 1+ E2+ E4+ M 1+ M 2）

減量化量（F+ N = T）

中間処理後再生利用量（E 1+ M 1）

項　　目

自
己
処
理

実施状況報告書及びアンケート調
査結果を集計

アンケート調査結果より排出量に
対する各項目量の比率を集計し、
その比率を排出量に乗じて算出
不明なものについては、令和２年
度実績より排出量に対する活動指
標の伸び率を算出し、その比率を
排出量に乗じて算出

集計又は推計された他の処理・処分量から加算・減算して算出

委
託
処
理

－ 9－



 

((33)) アアンンケケーートト調調査査のの対対象象及及びび回回収収方方法法  

ア 多量排出事業者 

多量排出事業者の産業廃棄物排出状況及び処理状況は、廃棄物処理法で定められ

た「産業廃棄物（又は特別管理産業廃棄物）実施状況報告書」及びアンケート調査票

により把握した。 

なお、多量排出事業者からの「産業廃棄物（又は特別管理産業廃棄物）処理計画書

（実施状況報告書）」の提出数は表 1-10 に示すとおりである。 

 

表表  11--1100  多多量量排排出出事事業業者者のの事事業業所所数数  

 

注） 普通報告：産業廃棄物処理計画実施状況報告書 

普通計画：産業廃棄物処理計画書 

特管報告：特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書 

特管計画：特別管理産業廃棄物処理計画書 

 

  

業種 普通報告 普通計画 特管報告 特管計画

農業、林業 0 0 0 0

建設業 427 479 20 21

製造業 87 88 27 29

上下水道業 19 18 0 1

電気・ガス・熱供給業 5 5 6 10

情報通信業 1 1 1 0

運輸業、郵便業 3 2 0 0

卸売業、小売業 2 2 0 0

不動産業、物品賃貸業 5 6 0 0

学術研究、専門・技術サービス業 1 0 2 3

宿泊業、飲食サービス業 0 0 0 0

生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0

教育、学習支援業 0 0 2 4

医療、福祉 2 0 125 136

サービス業 3 3 0 0

自動車整備業 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

合計 555 604 183 204

－ 10－



 

((33)) アアンンケケーートト調調査査のの対対象象及及びび回回収収方方法法  

ア 多量排出事業者 

多量排出事業者の産業廃棄物排出状況及び処理状況は、廃棄物処理法で定められ

た「産業廃棄物（又は特別管理産業廃棄物）実施状況報告書」及びアンケート調査票

により把握した。 

なお、多量排出事業者からの「産業廃棄物（又は特別管理産業廃棄物）処理計画書

（実施状況報告書）」の提出数は表 1-10 に示すとおりである。 

 

表表  11--1100  多多量量排排出出事事業業者者のの事事業業所所数数  

 

注） 普通報告：産業廃棄物処理計画実施状況報告書 

普通計画：産業廃棄物処理計画書 

特管報告：特別管理産業廃棄物処理計画実施状況報告書 

特管計画：特別管理産業廃棄物処理計画書 

 

  

業種 普通報告 普通計画 特管報告 特管計画

農業、林業 0 0 0 0

建設業 427 479 20 21

製造業 87 88 27 29

上下水道業 19 18 0 1

電気・ガス・熱供給業 5 5 6 10

情報通信業 1 1 1 0

運輸業、郵便業 3 2 0 0

卸売業、小売業 2 2 0 0

不動産業、物品賃貸業 5 6 0 0

学術研究、専門・技術サービス業 1 0 2 3

宿泊業、飲食サービス業 0 0 0 0

生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0

教育、学習支援業 0 0 2 4

医療、福祉 2 0 125 136

サービス業 3 3 0 0

自動車整備業 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

合計 555 604 183 204

 

イ アンケート調査 

アンケート調査は、アの多量排出事業者を含む 2,500 事業所（表 1-11）にアンケ

ート調査票を送付することにより実施した。多量排出事業者以外については、総務

省統計局の事業所母集団データベースの令和２年次フレームから、業種別、事業所

規模別に事業所を抽出し、得られたリストから多量排出事業者の重複を除き、無作

為に調査対象事業者を抽出した。 

表表  11--1111  アアンンケケーートト対対象象事事業業所所数数  

  

 

ウ 回収状況 

アンケート調査票の回収状況は表 1-12 に示すとおりである。 

 

表表  11--1122  アアンンケケーートト調調査査票票のの回回収収状状況況  

   

多量排出事業所数 その他事業所数

件 件
農業、林業 0 0 0

建設業 4 4 4 4 4 4 0

製造業 111 111 0

上下水道業 16 16 0

電気・ガス・熱供給業 2 6 6 16 2 5 0

情報通信業 1 1 0

運輸業、郵便業 3 3 8 3 3 3 5

卸売業、小売業 7 0 3 2 7 0 1
不動産業、物品賃貸業 4 9 0 6 4 8 4

宿泊業、飲食サービス業 0 0 0

学術研究、専門・技術サービス業 5 5 0

生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0
教育、学習支援業 2 2 0

医療、福祉 119 119 0

サービス業 5 5 0

自動車整備業 0 0 0

合計 2 ,5 0 0 7 3 0 1,7 7 0

調査対象事業所数

件
業種

( A ) ( B) ( C) ( D) ( E ) ( F) ( G )
調査対象
事業所数

回収
事業所数

有効回答数
多量事業者
回答数

集計排出量 推計排出量 捕捉率

（件） （件） （件） （件） （千t/年） （千t/年） （E）÷（F）
農業、林業 0 0 0 0 0 3 5 0 .0 %

建設業 4 4 4 19 9 19 9 19 4 5 ,2 3 7 9 ,5 9 3 5 4 .6 %

製造業 111 6 3 6 3 5 7 7 0 7 1,16 3 6 0 .8 %

上下水道業 16 13 13 13 13 ,7 4 1 14 ,4 0 0 9 5 .4 %

電気・ガス・熱供給業 2 6 6 8 8 1 0 15 0 .3 %

情報通信業 1 1 1 0 0 18 0 .0 %

運輸業、郵便業 3 3 8 3 0 3 0 1 0 5 3 0 .2 %

卸売業、小売業 7 0 3 5 0 5 0 1 2 13 2 1.4 %
不動産業、物品賃貸業 4 9 0 2 9 2 9 0 0 5 7 0 .0 %

宿泊業、飲食サービス業 0 1 1 1 0 2 6 1.9 %

学術研究、専門・技術サービス業 5 3 3 3 1 3 0 4 .2 %

生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0 3 0 .0 %
教育、学習支援業 2 1 1 1 1 2 2 2 .6 %

医療、福祉 119 5 3 5 3 5 3 18 6 5 2 7 .2 %

サービス業 5 0 0 0 0 2 8 0 .0 %

自動車整備業 0 0 0 0 0 7 0 .0 %

合計 2 ,5 0 0 4 5 1 4 5 1 3 2 5 19 ,7 0 7 2 5 ,6 4 8 7 6 .8 %

業種

－ 11－



 

((44)) そそのの他他（（調調査査結結果果のの利利用用上上のの留留意意事事項項））  

ア 単位に関する表示 

本報告書の調査結果表においては、全て 1 年間の量であるため、原則として「千

ｔ」単位で記述している。 

 

イ 報告書における数値の処理 

本文に記載されている千ｔ表示及び構成比（％）の数値は、四捨五入の関係で合計

と個々の数値の計とが一致しないものがある。また、構成比（％）についても、千ｔ

以下の値も利用して計算しているため、標記上の数値と構成比の関係が一致しない

ものがある。 

  

－ 12－
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第第 22 編編  都都内内かからら排排出出さされれるる産産業業廃廃棄棄物物のの状状況況（（全全業業種種拡拡大大推推計計結結果果））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

11 排排出出状状況況  

((11)) 業業種種別別排排出出量量  

令和３年度における東京都の産業廃棄物の排出量総計は 25,648 千ｔである。 

上下水道業の排出量は 14,400 千ｔ、建設業は 9,593 千ｔで、両業種併せて 23，

993 千ｔとなり都内の全産業廃棄物排出量総計の 93.5％を占め、これに製造業の

1,163 千ｔを加えると 25,156 千ｔとなり、排出量総計の 98.1％を占めている。 

また、上下水道業を除く排出量でみると、建設業から排出される廃棄物が全体の

85.3％を占めている。 

  

図図  22--11  業業種種別別排排出出量量  

 

令和２年度と令和３年度の排出量を比較すると、全排出量は 24,645 千ｔから

25,648 千ｔとなり 4.1％増加した。 

 

注）排出量の少ない業種があるため、数値目盛りを変更して表示 

各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--22  業業種種別別排排出出量量のの比比較較   

建設業：

9 ,5 9 3千t

8 5 .3 %
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4 .4 %

全業種（上下水道業を除く）

合計

11,2 4 8千t
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3 7 .4 %

製造業：

1,16 3千t
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上下水道業：

14 ,4 0 0千t

5 6 .1%

その他：

4 9 2千t

1.9 %

全業種

合計

2 5 ,6 4 8千t
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建設業

製造業

上下水道業

農業、林業

電気・ガス・熱供給業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

サービス業

自動車整備業

0 1,0 0 0 10 ,0 0 0 15 ,0 0 0 2 0 ,0 0 0 2 5 ,0 0 0 3 0 ,0 0 0

（単位：千t）

令和２年度 令和３年度

－ 13－



 

((22)) 種種類類別別排排出出量量  

産業廃棄物の種類別の排出量では、汚泥が 68.8％にあたる 17,637 千ｔを占め、が

れき類が 22.2％にあたる 5,682 千ｔと、この２品目で総排出量の 90.9％にあたる

23,318 千ｔを占めている。 

汚泥のうち、下水汚泥は全種類の中で最も多く 54.7％にあたる 14,019 千ｔを占

め、次いで建設汚泥が 10.2％にあたる 2,626 千ｔ、その他汚泥が 1.9％にあたる 477

千ｔ、上水汚泥が 2.0％にあたる 514 千ｔとなっている。 

また、上下水道業を除いた排出量は 11,248 千ｔで、そのうち建設汚泥とその他汚

泥の合計は 27.6％にあたる 3,103 千ｔ、がれき類が 50.5％にあたる 5,682 千ｔと、

この 3 品目で 78.1％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--33  種種類類別別排排出出量量  

  

 

－ 14－



 

((22)) 種種類類別別排排出出量量  

産業廃棄物の種類別の排出量では、汚泥が 68.8％にあたる 17,637 千ｔを占め、が

れき類が 22.2％にあたる 5,682 千ｔと、この２品目で総排出量の 90.9％にあたる

23,318 千ｔを占めている。 
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め、次いで建設汚泥が 10.2％にあたる 2,626 千ｔ、その他汚泥が 1.9％にあたる 477

千ｔ、上水汚泥が 2.0％にあたる 514 千ｔとなっている。 

また、上下水道業を除いた排出量は 11,248 千ｔで、そのうち建設汚泥とその他汚

泥の合計は 27.6％にあたる 3,103 千ｔ、がれき類が 50.5％にあたる 5,682 千ｔと、

この 3 品目で 78.1％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--33  種種類類別別排排出出量量  

  

 

 

令和２年度と令和３年度の種類別排出量を比較すると、建設汚泥、下水汚泥など

は減少しており、がれき類、ガラス・陶磁器くずなどは増加している。 

 

 

注）排出量の少ない業種があるため、数値目盛りを変更して表示 

各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--44  種種類類別別排排出出量量のの比比較較  
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（単位：千t）

令和２年度 令和３年度
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22 処処理理・・処処分分状状況況  

産業廃棄物の排出量 25,648 千ｔのうち、99.1％にあたる 25,411 千ｔが中間処理

され、直接再生利用されたのは 0.2％にあたる 63 千ｔ、直接最終処分されたのは

0.7％にあたる 174 千ｔである。中間処理される 25,411 千ｔの産業廃棄物は、脱水、

焼却等の中間処理を経て 9,241千ｔに減量化され、そのうち 9,019千ｔが再生利用、

222 千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 35.4％にあたる 9,082千ｔが再生利用、63.0％にあたる 16,171

千ｔが減量化、1.5％にあたる 396 千ｔが最終処分されている。 

 

 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--55  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図  
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(単位：千t)
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22 処処理理・・処処分分状状況況  
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（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--55  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図  
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令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 0.8％増加、減量化率は 1.1％減少、最終処分

率は 0.2％増加している。 

 

 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--66  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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また、上下水道業を除いた場合では、排出量の 97.9％にあたる 11,011 千ｔが中間

処理され、直接再生利用されたのは 0.6％にあたる 63 千ｔ、直接最終処分されたの

は 1.5％にあたる 174 千ｔである。中間処理される 11,011 千ｔの産業廃棄物は、脱

水、焼却等の中間処理を経て 9,138 千ｔに減量化され、そのうち 8,952 千ｔが再生

利用、186 千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 80.1％にあたる 9,014 千ｔが再生利用、16.7％にあたる 1,874

千ｔが減量化、3.2％にあたる 360 千ｔが最終処分されている。 

 

 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--77  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（上上下下水水道道業業をを除除くく。。））  
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また、上下水道業を除いた場合では、排出量の 97.9％にあたる 11,011 千ｔが中間

処理され、直接再生利用されたのは 0.6％にあたる 63 千ｔ、直接最終処分されたの

は 1.5％にあたる 174 千ｔである。中間処理される 11,011 千ｔの産業廃棄物は、脱

水、焼却等の中間処理を経て 9,138 千ｔに減量化され、そのうち 8,952 千ｔが再生

利用、186 千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 80.1％にあたる 9,014 千ｔが再生利用、16.7％にあたる 1,874

千ｔが減量化、3.2％にあたる 360 千ｔが最終処分されている。 

 

 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--77  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（上上下下水水道道業業をを除除くく。。））  
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( 1.5 % ) ( 3 .2 % )

(単位：千t)

 

令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 2.0％減少、減量化率は 1.4％増加、最終処分

率は 0.6％増加している。 

 

 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--88  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（上上下下水水道道業業をを除除くく。。））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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－ 19－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--99  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図  
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－ 20－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--99  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図  

 

 

  

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量
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上下水道業を除く廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1100  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（上上下下水水道道業業をを除除くく。。））  
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－ 21－



 

33 再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況  

((11)) 再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分割割合合  

ア 業種別処理状況 

業種別に処理状況をみると、再生利用される割合（再生利用率）が高い業種は情報

通信業が 84.6％、次いで不動産業、物品賃貸業が 84.2％である。減量化率の最も高

い業種は上下水道業が 99.3％、次いで農業，林業が 77.8％となっている。また、最

終処分率の最も高い業種は教育、学習支援業が 13.7％、次いで電気・ガス・熱供給

業が 12.4％である。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1111  業業種種別別再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況  
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－ 22－



 

33 再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況  

((11)) 再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分割割合合  

ア 業種別処理状況 

業種別に処理状況をみると、再生利用される割合（再生利用率）が高い業種は情報

通信業が 84.6％、次いで不動産業、物品賃貸業が 84.2％である。減量化率の最も高

い業種は上下水道業が 99.3％、次いで農業，林業が 77.8％となっている。また、最

終処分率の最も高い業種は教育、学習支援業が 13.7％、次いで電気・ガス・熱供給

業が 12.4％である。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1111  業業種種別別再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況  
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イ 種類別処理状況 

産業廃棄物の種類別の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量の割合

は下図のとおりである。特に、がれき類、燃え殻、木くず、金属くず、紙くずは再生

利用率が高く、廃酸、建設汚泥を除く汚泥、感染性廃棄物、動物性残さは減量化率が

高く、鉱さい、石綿含有産業廃棄物、特定有害廃棄物は最終処分率が高くなってい

る。 

  

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1122  種種類類別別再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況    
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((22)) 再再生生利利用用状状況況  

ア 業種別再生利用状況 

産業廃棄物の全再生利用量は 9,082 千ｔで、業種別では建設業が最も多く、8,067

千ｔで全体の 88.8％を占めている。次いで製造業が 6.9％にあたる 630千ｔである。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1133  業業種種別別再再生生利利用用量量  
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((22)) 再再生生利利用用状状況況  

ア 業種別再生利用状況 

産業廃棄物の全再生利用量は 9,082 千ｔで、業種別では建設業が最も多く、8,067

千ｔで全体の 88.8％を占めている。次いで製造業が 6.9％にあたる 630千ｔである。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1133  業業種種別別再再生生利利用用量量  
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令和２年度と令和３年度の業種別の再生利用状況を比較すると、再生利用量、再

生利用率ともに増加しているのは、上下水道業、運輸業、郵便業、卸売業、小売業、

不動産業、物品賃貸業、宿泊業、飲食サービス業、医療、福祉であり、自動車整備業

は、再生利用量は減少しているが、再生利用率が増加している。建設業、サービス業

は、再生利用量は増加しているが、再生利用率が減少している。それ以外の業種では

ともに減少している。 

 

注）排出量の少ない業種があるため、数値目盛りを変更して表示 

各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1144  業業種種別別再再生生利利用用量量のの比比較較  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1155  業業種種別別再再生生利利用用率率のの比比較較  

（再生利用割合 排出量を 100％とする）  
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サービス業

自動車整備業

令和２年度 令和３年度
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イ 種類別再生利用状況 

産業廃棄物の種類別では、がれき類の再生利用量が最も多く、5,631 千ｔで全体の 62.0％

を占めている。次いで建設汚泥が 16.4％にあたる 1,486 千ｔ、混合廃棄物が 2.7％にあた

る 244 千ｔである。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1166  種種類類別別再再生生利利用用量量  
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廃プラスチック類：
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163千t
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147千t
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その他：
127千t
1.4%

合計

9,082千t
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を占めている。次いで建設汚泥が 16.4％にあたる 1,486 千ｔ、混合廃棄物が 2.7％にあた
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注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 
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令和２年度と令和３年度の種類別の再生利用状況を比較すると、再生利用量、再

生利用率ともに増加しているのは、上水汚泥、下水汚泥、廃プラスチック類、木くず、

がれき類であり、金属くず、ガラス・陶磁器くずは、再生利用量は増加しているが、

再生利用率が減少している。それ以外の種類ではともに減少している。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1177  種種類類別別再再生生利利用用量量のの比比較較  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1188  種種類類別別再再生生利利用用率率のの比比較較  

（再生利用割合 排出量を 100％とする）  
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((33)) 減減量量化化状状況況  

ア 業種別減量化状況 

産業廃棄物の全減量化量は 16,171 千ｔで、業種別では上下水道業が最も多く、

14,297 千ｔで全体の 88.4％を占めている。次いで建設業が 8.0％にあたる 1,294 千

ｔである。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--1199  業業種種別別減減量量化化量量  
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14,297 千ｔで全体の 88.4％を占めている。次いで建設業が 8.0％にあたる 1,294 千

ｔである。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 
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令和２年度と令和３年度の業種別の減量化状況を比較すると、減量化量、減量化

率ともに増加しているのは、建設業、製造業、医療、福祉であり、農業、林業、学術

研究、専門・技術サービス業は、減量化量は減少しているが、減量化率が増加してい

る。上下水道業、宿泊業、飲食サービス業、サービス業は、減量化量は増加している

が、減量化率が減少している。それ以外の業種ではともに減少している。 

 

注）排出量の少ない業種があるため、数値目盛りを変更して表示 

各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2200  業業種種別別減減量量化化量量のの比比較較  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2211  業業種種別別減減量量化化率率のの比比較較  

（減量化割合 排出量を 100％とする）  
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イ 種類別減量化状況 

産業廃棄物の種類別では、下水汚泥の減量化量が最も多く、13,966 千ｔで全体の

86.4％を占めている。次いで建設汚泥が 7.0％にあたる 1，136千ｔ、上水汚泥が 2.9％

にあたる 470 千ｔである。 

また、上下水道業を除いた減量化量は 1,874 千ｔで、建設汚泥の減量化量が最も

多く、1,136 千ｔで全体の 60.6％を占めている。次いで、その他汚泥が 17.2％にあ

たる 323 千ｔ、下水汚泥が 7.3％にあたる 136 千ｔである。 

 

  

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2222  種種類類別別減減量量化化量量  
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イ 種類別減量化状況 

産業廃棄物の種類別では、下水汚泥の減量化量が最も多く、13,966 千ｔで全体の

86.4％を占めている。次いで建設汚泥が 7.0％にあたる 1，136千ｔ、上水汚泥が 2.9％

にあたる 470 千ｔである。 

また、上下水道業を除いた減量化量は 1,874 千ｔで、建設汚泥の減量化量が最も

多く、1,136 千ｔで全体の 60.6％を占めている。次いで、その他汚泥が 17.2％にあ

たる 323 千ｔ、下水汚泥が 7.3％にあたる 136 千ｔである。 

 

  

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2222  種種類類別別減減量量化化量量  

 

 

 

 

  

 

令和２年度と令和３年度の種類別の減量化状況を比較すると、減量化量、減量化

率ともに増加しているのは、上水汚泥、建設汚泥、その他汚泥、がれき類、混合廃棄

物であり、ともに減少しているのは、下水汚泥、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック、

木くずである。 

 

注）排出量の少ない業種があるため、数値目盛りを変更して表示 

各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2233  種種類類別別減減量量化化量量のの比比較較  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2244  種種類類別別減減量量化化率率のの比比較較  

（減量化割合 排出量を 100％とする）  
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((44)) 最最終終処処分分状状況況  

ア 業種別最終処分状況 

産業廃棄物の全最終処分量は 396 千ｔで、業種別では建設業が最も多く、231 千ｔ

で全体の 58.4％を占めている。次いで製造業が全体の 23.7％の 94 千ｔ、上下水道

業は全体の 9.1％にあたる 36 千ｔである。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2255  業業種種別別最最終終処処分分量量  
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産業廃棄物の全最終処分量は 396 千ｔで、業種別では建設業が最も多く、231 千ｔ

で全体の 58.4％を占めている。次いで製造業が全体の 23.7％の 94 千ｔ、上下水道

業は全体の 9.1％にあたる 36 千ｔである。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2255  業業種種別別最最終終処処分分量量  
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令和２年度と令和３年度の業種別の最終処分状況を比較すると、最終処分量、最

終処分率ともに減少しているのは上下水道業、農業、林業、医療、福祉であり、それ

以外の業種ではともに増加している。 

 

注）排出量の少ない業種があるため、数値目盛りを変更して表示 

各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2266  業業種種別別最最終終処処分分量量のの比比較較  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2277  業業種種別別最最終終処処分分率率のの比比較較  

（最終処分割合 排出量を 100％とする）  
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運輸業、郵便業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

サービス業

自動車整備業

令和２年度 令和３年度
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イ 種類別最終処分状況 

産業廃棄物の種類別では、ガラス・陶磁器くずの最終処分量が最も多く、91 千ｔ

で全体の 23.1％を占めている。次いで石綿含有廃棄物が 14.0％にあたる 56 千ｔ、

がれき類が 9.8％にあたる 39 千ｔである。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2288  種種類類別別最最終終処処分分量量  

 

 

 

 

  

ガラス・陶磁器くず：

9 1千t

2 3 .1%

石綿含有廃棄物：

5 6千t

14 .0 %

がれき類：

3 9千t

9 .8 %

廃プラスチック類：

2 6千t

6 .5 %

上水汚泥：

2 3千t

5 .9 %

その他汚泥：

6千t

1.6 %

建設汚泥：

4千t

1.1%

その他：

15 0千t

3 8 .0 %

合計

3 9 6千t
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イ 種類別最終処分状況 

産業廃棄物の種類別では、ガラス・陶磁器くずの最終処分量が最も多く、91 千ｔ

で全体の 23.1％を占めている。次いで石綿含有廃棄物が 14.0％にあたる 56 千ｔ、

がれき類が 9.8％にあたる 39 千ｔである。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2288  種種類類別別最最終終処処分分量量  

 

 

 

 

  

ガラス・陶磁器くず：

9 1千t

2 3 .1%

石綿含有廃棄物：
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14 .0 %

がれき類：

3 9千t
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廃プラスチック類：

2 6千t

6 .5 %

上水汚泥：

2 3千t

5 .9 %

その他汚泥：

6千t

1.6 %

建設汚泥：

4千t

1.1%

その他：

15 0千t

3 8 .0 %

合計

3 9 6千t

 

令和２年度と令和３年度の種類別の最終処分状況を比較すると、最終処分量、最

終処分率ともに増加しているのは、建設汚泥、その他汚泥、廃プラスチック類、ガラ

ス・陶磁器くず、混合廃棄物であり、それ以外の業種ではともに減少している。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--2299  種種類類別別最最終終処処分分量量のの比比較較  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--3300  種種類類別別最最終終処処分分率率のの比比較較  

（最終処分割合 排出量を 100％とする）  

3 11

2 9

14

4

2

19

4

6 9

5 5

5 1

6 5

3 9 6

2 3

13

4

6

2 6

2

9 1

3 9

6 4

12 7

0 10 0 2 0 0 10 0 4 0 0 5 0 0 6 0 0 7 0 0 8 0 0

合計

上水汚泥

下水汚泥

建設汚泥

その他汚泥

廃プラスチック類

木くず

ガラス・陶磁器くず

がれき類

混合廃棄物

その他

（単位：千t）

令和２年度 令和３年度

1.3 %

7 .1%

0 .1%

0 .2 %

0 .5 %

6 .7 %

1.2 %

11.3 %

1.1%

16 .6 %

13 .0 %

1.5 %

4 .5 %

0 .1%

0 .2 %

1.3 %

8 .3 %

0 .5 %

12 .5 %

0 .7 %

2 0 .7 %

2 0 .7 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 10 0 %

合計

上水汚泥

下水汚泥

建設汚泥

その他汚泥

廃プラスチック類

木くず

ガラス・陶磁器くず

がれき類

混合廃棄物

その他

令和２年度 令和３年度
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44 広広域域処処分分状状況況（（中中間間処処理理及及びび最最終終処処分分））  

((11)) 広広域域処処理理状状況況（（中中間間処処理理））  

中間処理量 25,594 千ｔのうち、都内で中間処理されている量は 21,365 千ｔで全

体の 83.5％である。 

上下水道業を除いた中間処理量は 11,123 千ｔで、このうち都内で中間処理されて

いる量は 6,898 千ｔで全体の 62.0％である。 

  

図図  22--3311  広広域域処処理理状状況況  

 

令和２年度と令和３年度の広域処理の状況を比較すると以下のとおりである。 

令和３年度に都内で中間処理された量は 21,365 千ｔで、令和２年度の 19,911 千

ｔと比較すると 1,454 千ｔ（7.3％）増加している。都内処理率は 3.7％増加してい

る。 

上下水道業の上下水汚泥を除いた場合、令和３年度は 6,898 千ｔで、令和２年度

の 5,551 千ｔと比較すると 1,346 千ｔ（24.3％）増加している。都内処理率も 6.8％

増加している。 

表表  22--11  種種類類別別広広域域処処理理のの比比較較  

  

  

東京都

2 1,3 6 5千t

8 3 .5 %

東京都外

4 ,2 2 9千t

16 .5 %

全業種

合計

2 5 ,5 9 4  千t

東京都

6 ,8 9 8千t

6 2 .0 %
東京都外

4 ,2 2 5千t

3 8 .0 %

全業種（上下水道を除く）

合計

11,12 3  千t

(単位：千t)

中間処理量
都内
処理率

中間処理量
都内
処理率

中間処理量
都外
処理率

中間処理量
都外
処理率

14 ,9 13 8 3 .1% 16 ,10 1 9 0 .9 % 2 ,7 0 8 16 .9 % 1,6 2 0 9 .1%
上水汚泥 4 11 10 0 .0 % 5 4 3 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %
下水汚泥 14 ,0 9 2 10 0 .0 % 14 ,0 6 2 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %
建設汚泥 2 0 6 7 .6 % 1,18 2 4 5 .0 % 2 ,5 0 2 9 2 .4 % 1,4 4 8 5 5 .0 %
その他の汚泥 2 0 4 2 7 .2 % 3 14 6 4 .5 % 2 0 6 7 2 .8 % 17 3 3 5 .5 %

7 3 6 .8 % 9 3 4 .0 % 12 6 3 .2 % 17 6 6 .0 %
5 12 .1% 6 5 0 .8 % 6 8 7 .9 % 5 4 9 .2 %
4 10 0 .0 % 4 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %

13 4 4 3 .9 % 16 4 5 2 .8 % 15 6 5 6 .1% 14 6 4 7 .2 %
5 2 4 9 .5 % 7 1 5 8 .5 % 5 6 5 0 .5 % 5 1 4 1.5 %

19 5 3 4 .8 % 19 1 2 6 .1% 3 9 8 6 5 .2 % 5 4 3 7 3 .9 %
3 ,9 7 4 8 0 .3 % 4 ,117 7 2 .3 % 9 9 2 19 .7 % 1,5 7 3 2 7 .7 %

2 4 3 7 3 .9 % 2 9 8 8 1.5 % 9 0 2 6 .1% 6 8 18 .5 %
16 0 5 3 .9 % 16 5 5 4 .2 % 14 2 4 6 .1% 13 9 4 5 .8 %

特別管理産業廃棄物 6 4 9 2 .5 % 6 7 9 6 .2 % 4 7 .5 % 3 3 .8 %
感染性廃棄物 3 8 10 0 .0 % 4 5 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %

16 0 7 0 .8 % 17 3 7 3 .0 % 5 2 2 9 .2 % 6 4 2 7 .0 %
19 ,9 11 7 9 .8 % 2 1,3 6 5 8 3 .5 % 4 ,6 17 2 0 .2 % 4 ,2 2 9 16 .5 %
5 ,5 5 1 5 5 .3 % 6 ,8 9 8 6 2 .0 % 4 ,6 13 4 4 .7 % 4 ,2 2 5 3 8 .0 %

廃アルカリ

金属くず
ガラス・陶磁器くず

東京都内 東京都外

種類

汚泥

廃酸
廃油

令和３年度令和２年度 令和２年度 令和３年度

合計
その他

がれき類

廃プラスチック類

木くず
混合廃棄物

上下水道の上下水汚泥を除く計
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44 広広域域処処分分状状況況（（中中間間処処理理及及びび最最終終処処分分））  

((11)) 広広域域処処理理状状況況（（中中間間処処理理））  

中間処理量 25,594 千ｔのうち、都内で中間処理されている量は 21,365 千ｔで全

体の 83.5％である。 

上下水道業を除いた中間処理量は 11,123 千ｔで、このうち都内で中間処理されて

いる量は 6,898 千ｔで全体の 62.0％である。 

  

図図  22--3311  広広域域処処理理状状況況  

 

令和２年度と令和３年度の広域処理の状況を比較すると以下のとおりである。 

令和３年度に都内で中間処理された量は 21,365 千ｔで、令和２年度の 19,911 千

ｔと比較すると 1,454 千ｔ（7.3％）増加している。都内処理率は 3.7％増加してい

る。 

上下水道業の上下水汚泥を除いた場合、令和３年度は 6,898 千ｔで、令和２年度

の 5,551 千ｔと比較すると 1,346 千ｔ（24.3％）増加している。都内処理率も 6.8％

増加している。 

表表  22--11  種種類類別別広広域域処処理理のの比比較較  

  

  

東京都

2 1,3 6 5千t

8 3 .5 %

東京都外

4 ,2 2 9千t

16 .5 %

全業種

合計

2 5 ,5 9 4  千t

東京都

6 ,8 9 8千t

6 2 .0 %
東京都外

4 ,2 2 5千t

3 8 .0 %

全業種（上下水道を除く）

合計

11,12 3  千t

(単位：千t)

中間処理量
都内
処理率

中間処理量
都内
処理率

中間処理量
都外
処理率

中間処理量
都外
処理率

14 ,9 13 8 3 .1% 16 ,10 1 9 0 .9 % 2 ,7 0 8 16 .9 % 1,6 2 0 9 .1%
上水汚泥 4 11 10 0 .0 % 5 4 3 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %
下水汚泥 14 ,0 9 2 10 0 .0 % 14 ,0 6 2 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %
建設汚泥 2 0 6 7 .6 % 1,18 2 4 5 .0 % 2 ,5 0 2 9 2 .4 % 1,4 4 8 5 5 .0 %
その他の汚泥 2 0 4 2 7 .2 % 3 14 6 4 .5 % 2 0 6 7 2 .8 % 17 3 3 5 .5 %

7 3 6 .8 % 9 3 4 .0 % 12 6 3 .2 % 17 6 6 .0 %
5 12 .1% 6 5 0 .8 % 6 8 7 .9 % 5 4 9 .2 %
4 10 0 .0 % 4 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %

13 4 4 3 .9 % 16 4 5 2 .8 % 15 6 5 6 .1% 14 6 4 7 .2 %
5 2 4 9 .5 % 7 1 5 8 .5 % 5 6 5 0 .5 % 5 1 4 1.5 %

19 5 3 4 .8 % 19 1 2 6 .1% 3 9 8 6 5 .2 % 5 4 3 7 3 .9 %
3 ,9 7 4 8 0 .3 % 4 ,117 7 2 .3 % 9 9 2 19 .7 % 1,5 7 3 2 7 .7 %

2 4 3 7 3 .9 % 2 9 8 8 1.5 % 9 0 2 6 .1% 6 8 18 .5 %
16 0 5 3 .9 % 16 5 5 4 .2 % 14 2 4 6 .1% 13 9 4 5 .8 %

特別管理産業廃棄物 6 4 9 2 .5 % 6 7 9 6 .2 % 4 7 .5 % 3 3 .8 %
感染性廃棄物 3 8 10 0 .0 % 4 5 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %

16 0 7 0 .8 % 17 3 7 3 .0 % 5 2 2 9 .2 % 6 4 2 7 .0 %
19 ,9 11 7 9 .8 % 2 1,3 6 5 8 3 .5 % 4 ,6 17 2 0 .2 % 4 ,2 2 9 16 .5 %
5 ,5 5 1 5 5 .3 % 6 ,8 9 8 6 2 .0 % 4 ,6 13 4 4 .7 % 4 ,2 2 5 3 8 .0 %

廃アルカリ

金属くず
ガラス・陶磁器くず

東京都内 東京都外

種類

汚泥

廃酸
廃油

令和３年度令和２年度 令和２年度 令和３年度

合計
その他

がれき類

廃プラスチック類

木くず
混合廃棄物

上下水道の上下水汚泥を除く計

 

中間処理量 25,594千ｔのうち 99.5％の 25,470千ｔは関東地方で処理されている。 

関東地方で中間処理された産業廃棄物の内、最も多いのが汚泥の 17,721千（69.6%）

であり、ついでがれき類の 5,690 千ｔ（22.3%）である。 

 

表表  22--22  地地域域別別中中間間処処理理量量  

  

 

  

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

図図  22--3322  地地域域別別・・種種類類別別のの中中間間処処理理量量のの割割合合  

  

(単位：千t)
北海道 東北 関東 甲信越 東海・中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 合計

0 0 17 ,7 2 1 0 0 0 0 0 17 ,7 2 1
0 17 9 0 0 0 0 0 2 5
0 0 11 0 0 0 0 0 11
0 0 4 0 0 0 0 0 4
0 7 2 5 8 14 18 1 4 6 3 10
4 0 114 0 0 0 0 5 12 2
0 0 7 3 3 0 1 0 0 0 7 3 4
0 0 5 ,6 9 0 0 0 0 0 0 5 ,6 9 1
0 1 3 6 3 0 2 0 0 0 3 6 5
0 2 2 8 7 4 6 0 1 2 3 0 4
0 1 2 8 0 1 2 5 0 0 0 3 0 7
4 2 8 2 5 ,4 7 0 2 0 5 2 2 6 13 2 5 ,5 9 4

0 .0 % 0 .1% 9 9 .5 % 0 .1% 0 .2 % 0 .0 % 0 .0 % 0 .1% 10 0 .0 %割合

廃棄物の種類

混合廃棄物
その他
合計

廃プラスチック類
金属くず
ガラス・陶磁器くず
がれき類
木くず

汚泥
廃油
廃酸
廃アルカリ

6 9 .6 %

5 8 .8 %

1.9 %

1.1%

2 6 .1%

1.0 %

7 3 .1%

3 5 .0 %

7 3 .6 %

7 2 .2 %

4 7 .8 %

9 4 .0 %

3 5 .0 %

2 .9 %

2 .3 %

3 .6 %

2 .5 %

1.4 %

3 .2 %

4 .4 %

8 .5 %

1.1%

2 1.9 %

11.7 %

2 2 .4 %

2 1.5 %

14 .9 %

0 .5 %

4 .2 %

1.1%

3 .0 %

4 7 .9 %

3 .9 %

2 .7 %

1.8 %

0 % 10 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 10 0 %

北海道

東北

関東

甲信越

東海・中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄

汚泥 廃油 廃酸 廃アルカリ

廃プラスチック類 金属くず ガラス・陶磁器くず がれき類

木くず 混合廃棄物 その他
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関東地方の中間処理量 25,470 千ｔの 83.9％にあたる 21,365 千ｔは東京都で処理

されている。 

次いで千葉県が 6.9％の 1,753 千ｔ、埼玉県が 6.7％の 1,706 千ｔ、神奈川県が

1.7％の 438 千ｔで、１都 3 県で関東地方の 99.2％にあたる 25,262 千ｔを占めてい

る。 

 

表表  22--33  関関東東地地方方のの中中間間処処理理量量のの内内訳訳  

  

  

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

図図  22--3333  関関東東地地方方のの中中間間処処理理量量  

  

 

  

(単位：千t)

中間処理量
2 1,3 6 5

1,7 5 3
1,7 0 6

4 3 8
14 0
3 8
2 9

2 5 ,4 7 0合 計

神 奈 川 県

栃 木 県
群 馬 県

埼 玉 県

茨 城 県

千 葉 県
東 京 都
廃棄物の種類

東京都

2 1,3 6 5千t

8 3 .9 %

千葉県

1,7 5 3千t

6 .9 %

埼玉県

1,7 0 6

6 .7 %

神奈川県

4 3 8千t

1.7 %

茨城県

14 0千t

0 .6 %

栃木県

3 8千t

0 .1% 群馬県

2 9千t

0 .1%

合計

2 5 ,4 7 0千t
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関東地方の中間処理量 25,470 千ｔの 83.9％にあたる 21,365 千ｔは東京都で処理

されている。 

次いで千葉県が 6.9％の 1,753 千ｔ、埼玉県が 6.7％の 1,706 千ｔ、神奈川県が

1.7％の 438 千ｔで、１都 3 県で関東地方の 99.2％にあたる 25,262 千ｔを占めてい

る。 

 

表表  22--33  関関東東地地方方のの中中間間処処理理量量のの内内訳訳  

  

  

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

図図  22--3333  関関東東地地方方のの中中間間処処理理量量  

  

 

  

(単位：千t)
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合計
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((22)) 広広域域処処分分状状況況（（最最終終処処分分））  

最終処分量 396 千ｔのうち、都内で中間処理されている量は 150 千ｔで全体の

37.9％である。 

上下水道業を除いた処理量は 360 千ｔで、このうち都内で最終処分されている量

は 114 千ｔで全体の 31.6％である。 

  

図図  22--3344  広広域域最最終終処処分分状状況況  

 

令和２年度と令和３年度の広域処分の状況を比較すると以下のとおりである。 

令和３年度に都内で最終処分された量は 150 千ｔで、令和２年度の 100 千ｔと比

較すると 49 千ｔ（49.3％）増加している。都内処分率は 49.3％増加している。 

上下水道業の上下水汚泥を除いた場合、令和３年度は 114 千ｔで、令和２年度の

58 千ｔと比較すると、56 千ｔ（97.0％）増加している。都内処分率は 19.0％増加し

ている。 

表表  22--44  種種類類別別広広域域最最終終処処分分のの比比較較  

  

  

東京都

15 0千t

3 7 .9 %

東京都外

2 4 6千t

6 2 .1%

全業種

合計

3 9 6千t

東京都

114千t

3 1.6 %

東京都外

2 4 6千t

6 8 .4 %

全業種(上下水汚泥を除く)

合計

3 6 0千t

(単位：千t)

最終処分量
都内
処分率

最終処分量
都内
処分率

最終処分量
都外
処分率

最終処分量
都外
処分率

4 3 6 .2 % 3 8 8 0 .7 % 6 9 3 .8 % 9 19 .3 %
上水汚泥 2 9 10 0 .0 % 2 3 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %
下水汚泥 14 10 0 .0 % 13 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %
建設汚泥 0 1.5 % 1 13 .1% 4 9 8 .5 % 4 8 6 .9 %
その他の汚泥 0 1.5 % 1 17 .9 % 2 9 8 .5 % 5 8 2 .1%

0 3 1.9 % 0 3 8 .6 % 0 6 8 .1% 0 6 1.4 %
0 3 1.9 % 0 3 8 .6 % 0 6 8 .1% 0 6 1.4 %
0 10 0 .0 % 0 10 0 .0 % 0 0 .0 % 0 0 .0 %
0 1.9 % 2 8 .6 % 19 9 8 .1% 2 3 9 1.4 %
1 8 7 .1% 4 9 6 .8 % 0 12 .9 % 0 3 .2 %
8 10 .0 % 13 14 .1% 6 1 9 0 .0 % 7 8 8 5 .9 %
0 0 .0 % 0 0 .0 % 5 5 10 0 .0 % 3 9 10 0 .0 %
4 9 9 .9 % 2 10 0 .0 % 0 0 .1% 0 0 .0 %

16 3 1.9 % 2 5 3 8 .6 % 3 4 6 8 .1% 3 9 6 1.4 %
特別管理産業廃棄物 14 9 9 .0 % 3 1 9 9 .2 % 0 1.0 % 0 0 .8 %

感染性廃棄物 4 9 8 .8 % 2 9 9 .2 % 0 1.2 % 0 0 .8 %
14 3 2 .7 % 3 5 3 8 .4 % 3 5 6 7 .3 % 5 7 6 1.6 %

10 0 15 .0 % 15 0 3 7 .9 % 2 11 8 5 .0 % 2 4 6 6 2 .1%
5 8 12 .7 % 114 3 1.6 % 2 0 9 8 7 .3 % 2 4 6 6 8 .4 %

合計

汚泥

廃油
廃酸
廃アルカリ
廃プラスチック類
金属くず
ガラス・陶磁器くず
がれき類
木くず
混合廃棄物

その他

種類

東京都内 東京都外
令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度

上下水汚泥を除く計
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最終処分量 396 千ｔのうち 79.8％の 316 千ｔは関東地方で処分されている。 

また、関東地方で処分された産業廃棄物の内、ガラス・陶磁器くず由来のものが最

も多く、88 千 t（28.0%）であり、次いで汚泥が 46 千 t（14.7%）を占めている。 

 

表表  22--55  地地域域別別最最終終処処分分量量  

  

 

  

図図  22--3355  地地域域別別・・種種類類別別のの最最終終処処分分量量のの割割合合  

  

(単位：千t)
北海道 東北 関東 甲信越 東海・中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 合計

0 0 4 6 0 0 0 0 0 4 7
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 6 0 0 0 18 2 2 6
0 0 4 0 0 0 0 0 4
0 1 8 8 0 2 0 0 0 9 1
0 0 3 9 0 0 0 0 0 3 9
0 0 2 0 0 0 0 0 2
0 0 4 0 0 0 0 2 1 2 6 4
0 0 8 9 0 1 0 3 0 3 12 3
0 2 3 16 0 3 0 6 9 6 3 9 6

0 .0 % 0 .4 % 7 9 .8 % 0 .0 % 0 .7 % 0 .0 % 17 .5 % 1.5 % 10 0 .0 %割合

廃棄物の種類
汚泥
廃油
廃酸
廃アルカリ

その他
合計

廃プラスチック類
金属くず
ガラス・陶磁器くず
がれき類
木くず
混合廃棄物

19 .4 %

14 .7 % 1.8 %

4 .8 %

8 .4 %

2 6 .1%

2 6 .2 %

4 2 .4 %

2 8 .0 %

7 1.3 %

5 9 .3 %

0 .4 %

12 .3 %

0 .6 %

4 1.3 %

9 .4 %

12 .8 %

9 .9 %

13 .4 %

3 0 .3 %

3 0 .5 %

5 8 .6 %

2 8 .7 %

2 8 .2 %

14 .0 %

19 .0 %

4 3 .1%

4 3 .3 %

0 % 10 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 10 0 %

北海道

東北

関東

甲信越

東海・中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄

汚泥 廃油 廃酸 廃アルカリ

廃プラスチック類 金属くず ガラス・陶磁器くず がれき類

木くず 混合廃棄物 その他

※１% 未満の値は表示を割愛
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最終処分量 396 千ｔのうち 79.8％の 316 千ｔは関東地方で処分されている。 

また、関東地方で処分された産業廃棄物の内、ガラス・陶磁器くず由来のものが最

も多く、88 千 t（28.0%）であり、次いで汚泥が 46 千 t（14.7%）を占めている。 

 

表表  22--55  地地域域別別最最終終処処分分量量  

  

 

  

図図  22--3355  地地域域別別・・種種類類別別のの最最終終処処分分量量のの割割合合  

  

(単位：千t)
北海道 東北 関東 甲信越 東海・中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 合計

0 0 4 6 0 0 0 0 0 4 7
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 6 0 0 0 18 2 2 6
0 0 4 0 0 0 0 0 4
0 1 8 8 0 2 0 0 0 9 1
0 0 3 9 0 0 0 0 0 3 9
0 0 2 0 0 0 0 0 2
0 0 4 0 0 0 0 2 1 2 6 4
0 0 8 9 0 1 0 3 0 3 12 3
0 2 3 16 0 3 0 6 9 6 3 9 6

0 .0 % 0 .4 % 7 9 .8 % 0 .0 % 0 .7 % 0 .0 % 17 .5 % 1.5 % 10 0 .0 %割合

廃棄物の種類
汚泥
廃油
廃酸
廃アルカリ

その他
合計

廃プラスチック類
金属くず
ガラス・陶磁器くず
がれき類
木くず
混合廃棄物

19 .4 %

14 .7 % 1.8 %

4 .8 %

8 .4 %

2 6 .1%

2 6 .2 %

4 2 .4 %

2 8 .0 %

7 1.3 %

5 9 .3 %

0 .4 %

12 .3 %

0 .6 %

4 1.3 %

9 .4 %

12 .8 %

9 .9 %

13 .4 %

3 0 .3 %

3 0 .5 %

5 8 .6 %

2 8 .7 %

2 8 .2 %

14 .0 %

19 .0 %

4 3 .1%

4 3 .3 %

0 % 10 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 10 0 %

北海道

東北

関東

甲信越

東海・中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄

汚泥 廃油 廃酸 廃アルカリ

廃プラスチック類 金属くず ガラス・陶磁器くず がれき類

木くず 混合廃棄物 その他

※１% 未満の値は表示を割愛

 

関東地方の最終処分量 316 千ｔの 47.5％にあたる 150 千ｔは東京都で処分されて

おり、最も多くを占める。次いで、栃木県が 78千 t（24.7％）、群馬県が 45千 t（14.1%）

を占めている。 

 

 

表表  22--66  関関東東地地方方のの最最終終処処分分量量のの内内訳訳  

  

 

  

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

図図  22--3366  関関東東地地方方のの最最終終処処分分処処理理量量  

   

(単位：千t)

最終処分量
15 0
4 5
7 8
2 6

2
16
0

3 16

東 京 都

神 奈 川 県

合 計

茨 城 県

栃 木 県
群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

廃棄物の種類

東京都

15 0千t

4 7 .5 %

栃木県

7 8千t

2 4 .7 %

群馬県

4 5千t

14 .1%

千葉県

2 6千t

8 .1%

茨城県

16千t

5 .0 %

神奈川県

2千t

0 .5 %
埼玉県

0千t

0 .1%

合計

3 16千t
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55 特特別別管管理理産産業業廃廃棄棄物物のの排排出出・・処処理理のの概概況況  

((11)) 排排出出状状況況  

特別管理産業廃棄物の排出量は 93 千ｔで、このうち 48.4％にあたる 45 千ｔが医

療，福祉から排出され、次いで建設業から 22.4％にあたる 21 千ｔが排出されてい

る。この 2 業種で全体の 70.8％にあたる 66 千ｔを占めている。 

医療，福祉から排出される特別管理産業廃棄物は感染性廃棄物で、建設業から排

出される特別管理産業廃棄物の多くは廃石綿等である。 

  

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--3377  業業種種別別排排出出状状況況  

 

  

医療、福祉

4 5千t

4 8 .4 %

建設業

2 1千t

2 2 .4 %

製造業

18千t

19 .1%

その他

9千t

10 .1%

合計

9 3千t
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55 特特別別管管理理産産業業廃廃棄棄物物のの排排出出・・処処理理のの概概況況  

((11)) 排排出出状状況況  

特別管理産業廃棄物の排出量は 93 千ｔで、このうち 48.4％にあたる 45 千ｔが医

療，福祉から排出され、次いで建設業から 22.4％にあたる 21 千ｔが排出されてい

る。この 2 業種で全体の 70.8％にあたる 66 千ｔを占めている。 

医療，福祉から排出される特別管理産業廃棄物は感染性廃棄物で、建設業から排

出される特別管理産業廃棄物の多くは廃石綿等である。 

  

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--3377  業業種種別別排排出出状状況況  

 

  

医療、福祉

4 5千t

4 8 .4 %

建設業

2 1千t

2 2 .4 %

製造業

18千t

19 .1%

その他

9千t

10 .1%

合計

9 3千t

 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

特別管理産業廃棄物の排出量 93 千ｔのうち、75.1％にあたる 70 千ｔが中間処理

され、直接最終処分されたのは 24.0％にあたる 22 千ｔである。 

中間処理される 70 千ｔの特別管理産業廃棄物は焼却処分等の中間処理を経て 19

千ｔに減量化され、そのうち 10 千ｔが再生利用、９千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 11.8％にあたる 11 千ｔが再生利用、54.8％にあたる 51 千ｔ

が減量化、33.4％にあたる 31 千ｔが最終処分されている。 

 

  

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--3388  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（特特別別管管理理産産業業廃廃棄棄物物））  

 

  

再生利用量

11
U ( 11.8 % )

M 2 1 G T
13 J T 7 2 0

直接 10 2 0 処理後
再生利用量 G H 再生利用量

1 7 8 10
( 0 .9 % ) 処理後量 ( 11.2 % )

D E O H J
4 5 15 19 8 10

排出量 中間処理量 ( 2 0 .5 % ) 処理後
A A 最終処分量

9 3 7 0 2 7 9
( 10 0 .0 % ) ( 7 5 .1% ) 減量化量 ( 9 .3 % )

N P Y
14 16 5 1 2 5

直接 ( 5 4 .8 % ) 最終処分量
最終処分量

2 2 3 1
( 2 4 .0 % ) ( 3 3 .4 % )

(単位：千t)
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

  

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--3399  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（特特別別管管理理産産業業廃廃棄棄物物））  

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量

9 3 0 11
( 11.8 % )

K M G
11 13 7

自己 自己未処理 自己中間
減量化量 再生利用量 処理後

再生利用量
0 1 1

( 0 .1% ) ( 0 .9 % ) ( 1.2 % )
D E F H

4 5 6 8
排出量 自己中間 自己中間 自己中間

処理量 処理後量 処理後自己
最終処分量

9 3 1 1 0
( 10 0 .0 % ) ( 1.3 % ) ( 1.2 % ) ( 0 .0 % )

L N
12 14

自己 自己未処理
未処理量 自己最終

処分量
9 1 0

( 9 8 .7 % ) ( 0 .0 % )
Q

17
委託処理量

9 1
R S T ( 9 7 .8 % )

18 19 2 0
委託中間 委託中間 委託中間
処理量 処理後量 処理後再生

利用量
6 8 18 9

( 7 3 .7 % ) ( 19 .3 % ) ( 10 .0 % )
V U

2 2 2 1
委託 委託中間

減量化量 処理後最終
処分量

A A W 5 0 9 X Y
2 7 2 3 ( 5 4 .4 % ) ( 9 .3 % ) 2 4 2 5

減量化量 委託直接 委託 最終処分量
最終処分量 最終処分量

5 1 2 2 3 1 3 1
( 5 4 .8 % ) ( 2 4 .0 % ) ( 3 3 .4 % ) ( 3 3 .4 % )

(単位：千t)
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

  

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  22--3399  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（特特別別管管理理産産業業廃廃棄棄物物））  

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量

9 3 0 11
( 11.8 % )

K M G
11 13 7

自己 自己未処理 自己中間
減量化量 再生利用量 処理後

再生利用量
0 1 1

( 0 .1% ) ( 0 .9 % ) ( 1.2 % )
D E F H

4 5 6 8
排出量 自己中間 自己中間 自己中間

処理量 処理後量 処理後自己
最終処分量

9 3 1 1 0
( 10 0 .0 % ) ( 1.3 % ) ( 1.2 % ) ( 0 .0 % )

L N
12 14

自己 自己未処理
未処理量 自己最終

処分量
9 1 0

( 9 8 .7 % ) ( 0 .0 % )
Q

17
委託処理量

9 1
R S T ( 9 7 .8 % )

18 19 2 0
委託中間 委託中間 委託中間
処理量 処理後量 処理後再生

利用量
6 8 18 9

( 7 3 .7 % ) ( 19 .3 % ) ( 10 .0 % )
V U

2 2 2 1
委託 委託中間

減量化量 処理後最終
処分量

A A W 5 0 9 X Y
2 7 2 3 ( 5 4 .4 % ) ( 9 .3 % ) 2 4 2 5

減量化量 委託直接 委託 最終処分量
最終処分量 最終処分量

5 1 2 2 3 1 3 1
( 5 4 .8 % ) ( 2 4 .0 % ) ( 3 3 .4 % ) ( 3 3 .4 % )

(単位：千t)

 

第第 33 編編  都都内内かからら排排出出さされれるる産産業業廃廃棄棄物物のの状状況況（（業業種種別別拡拡大大推推計計結結果果））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

11 農農業業，，林林業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の農業，林業の排出量は 35 千ｔであり、令和２年度の 38 千ｔと比較

すると、３千ｔ（7.8％）減少している。 

廃棄物の種類は動物のふん尿のみである。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--11  種種類類別別排排出出量量（（農農業業，，林林業業））  

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--22  種種類類別別排排出出割割合合（（農農業業，，林林業業））    

3 5

3 8

0 5 10 15 2 0 2 5 3 0 3 5 4 0

令和３年度

排出量3 5

令和２年度

排出量3 8

(単位：千t)

動物のふん尿

10 0 .0 %

10 0 .0 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 10 0 %

令和３年度

令和２年度

(単位：千t)

動物のふん尿
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

農業，林業の排出量 35 千ｔのうち、99.6％にあたる 35 千ｔが中間処理され、直

接再生利用されたのは 0.1％にあたる 0.04 千ｔ、直接最終処分されたのは 0.3％に

あたる 0.1 千ｔである。中間処理される 35 千ｔの産業廃棄物は、焼却、脱水等の中

間処理を経て８千ｔに減量化され、そのうち７千ｔが再生利用、0.2 千ｔが最終処分

されている。 

その結果、排出量の 21.3％にあたる７千ｔが再生利用、77.8％にあたる 27 千ｔが

減量化されており、0.9％にあたる 0.3 千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--33  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（農農業業，，林林業業））  

  

再生利用量

7
X ( 2 1.3 % )

P 2 4 J W
16 M W 10 2 3

直接 13 2 3 処理後
再生利用量 J K 再生利用量

0 10 11 7
( 0 .1% ) 処理後量 ( 2 1.2 % )

G H R K M
7 8 18 8 11 13

排出量 中間処理量 ( 2 1.8 % ) 処理後
A D 最終処分量

3 5 3 5 3 0 0
( 10 0 .0 % ) ( 9 9 .6 % ) 減量化量 ( 0 .6 % )

Q S A B
17 19 2 7 2 8

直接 ( 7 7 .8 % ) 最終処分量
最終処分量

0 0
( 0 .3 % ) ( 0 .9 % )

(単位：千t)
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

農業，林業の排出量 35 千ｔのうち、99.6％にあたる 35 千ｔが中間処理され、直

接再生利用されたのは 0.1％にあたる 0.04 千ｔ、直接最終処分されたのは 0.3％に

あたる 0.1 千ｔである。中間処理される 35 千ｔの産業廃棄物は、焼却、脱水等の中

間処理を経て８千ｔに減量化され、そのうち７千ｔが再生利用、0.2 千ｔが最終処分

されている。 

その結果、排出量の 21.3％にあたる７千ｔが再生利用、77.8％にあたる 27 千ｔが

減量化されており、0.9％にあたる 0.3 千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--33  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（農農業業，，林林業業））  
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(単位：千t)

 

令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 3.9％減少、減量化率は 4.0％増加、最終処分

率は 0.2％減少している。 

 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--44  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（農農業業，，林林業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--55  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（農農業業，，林林業業））  
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(単位：千t)

－ 48－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--55  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（農農業業，，林林業業））  
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(単位：千t)

 

22 建建設設業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の建設業の排出量は 9,593 千ｔで、令和２年度の 8,789 千ｔと比較す

ると 804 千ｔ（9.1％）増加している。 

廃棄物の種類別にみると、がれき類が全体の 58.3％にあたる 5,594 千ｔ、次いで

汚泥が 29.1％にあたる 2,793 千ｔであり、この２品目で全排出量の 87.4％を占めて

いる。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--66  種種類類別別排排出出量量（（建建設設業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--77  種種類類別別排排出出割割合合（（建建設設業業））    
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

建設業の排出量 9,593 千ｔのうち、98.4％にあたる 9,438 千ｔが中間処理され、

直接再生利用されたのは排出量の 0.5％にあたる 44 千ｔ、直接最終処分されたのは

1.2％にあたる 111 千ｔである。中間処理される 9,438 千ｔの産業廃棄物は、破砕、

脱水等の中間処理を経て 8,144千ｔに減量化され、そのうち 8,023千ｔが再生利用、

120 千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 84.1％にあたる 8,067 千ｔが再生利用、13.5％にあたる 1,294

千ｔが減量化、2.4％にあたる 231 千ｔが最終処分されている。 

 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--88  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（建建設設業業））  
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

建設業の排出量 9,593 千ｔのうち、98.4％にあたる 9,438 千ｔが中間処理され、

直接再生利用されたのは排出量の 0.5％にあたる 44 千ｔ、直接最終処分されたのは

1.2％にあたる 111 千ｔである。中間処理される 9,438 千ｔの産業廃棄物は、破砕、

脱水等の中間処理を経て 8,144千ｔに減量化され、そのうち 8,023千ｔが再生利用、

120 千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 84.1％にあたる 8,067 千ｔが再生利用、13.5％にあたる 1,294

千ｔが減量化、2.4％にあたる 231 千ｔが最終処分されている。 

 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--88  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（建建設設業業））  
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令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 1.5％減少、減量化率は 1.2％増加、最終処分

率は 0.4％増加している。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--99  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（建建設設業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1100  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（建建設設業業））  
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1100  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（建建設設業業））  
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33 製製造造業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の製造業の排出量は 1,163 千ｔで、令和２年度の 1,047 千ｔと比較す

ると 116 千ｔ（11.1％）減少している。 

廃棄物の種類別にみると、ガラス・陶磁器くずが全体の 39.4％にあたる 458 千ｔ、

次いで汚泥が 35.8％にあたる 417 千ｔであり、この２品目で全排出量の 75.2％を占

めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1111  種種類類別別排排出出量量（（製製造造業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1122  種種類類別別排排出出割割合合（（製製造造業業））    
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

製造業の排出量 1,163 千ｔのうち、94.6％にあたる 1,100 千ｔが中間処理され、

直接再生利用されたのは 0.5％にあたる５千ｔ、直接最終処分されたのは 4.9％にあ

たる 57 千ｔである。中間処理される 1,100 千ｔの産業廃棄物は、破砕、焼却、脱水

等の中間処理を経て 661 千ｔに減量化され、そのうち 624 千ｔが再生利用、37 千ｔ

が最終処分されている。 

その結果、排出量の 54.1％にあたる 630 千ｔが再生利用、37.8％にあたる 440 千

ｔが減量化、8.1％にあたる 94 千ｔについては最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1133  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（製製造造業業））  
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

製造業の排出量 1,163 千ｔのうち、94.6％にあたる 1,100 千ｔが中間処理され、

直接再生利用されたのは 0.5％にあたる５千ｔ、直接最終処分されたのは 4.9％にあ

たる 57 千ｔである。中間処理される 1,100 千ｔの産業廃棄物は、破砕、焼却、脱水

等の中間処理を経て 661 千ｔに減量化され、そのうち 624 千ｔが再生利用、37 千ｔ

が最終処分されている。 

その結果、排出量の 54.1％にあたる 630 千ｔが再生利用、37.8％にあたる 440 千

ｔが減量化、8.1％にあたる 94 千ｔについては最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1133  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（製製造造業業））  
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(単位：千t)

 

令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 6.7％減少、減量化率は 4.2％増加、最終処分

率は 2.5％増加している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1144  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（製製造造業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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－ 55－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1155  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（製製造造業業））  

 

 

 

 

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量
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(単位：千t)

－ 56－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1155  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（製製造造業業））  

 

 

 

 

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量

1,17 7 14 6 3 0
( 5 4 .1% )
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(単位：千t)

 

44 情情報報通通信信業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の情報通信業の排出量は 18 千ｔで、令和２年度の 19 千ｔと比較する

と１千ｔ（5.1％）減少している。 

廃棄物の種類別にみると、廃プラスチック類が全体の 31.2％にあたる 6 千ｔ、次

いで混合廃棄物が 27.2％にあたる５千ｔであり、この２品目で全排出量の 58.4％を

占めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1166  種種類類別別排排出出量量（（情情報報通通信信業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1177  種種類類別別排排出出割割合合（（情情報報通通信信業業））    
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－ 57－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

情報通信業の排出量 18 千ｔのうち 96.4％にあたる 18 千ｔが中間処理され、直接

再生利用されたのは 2.9％にあたる１千ｔ、直接最終処分されたのは 0.7％にあたる

0.1 千ｔである。中間処理される 18 千ｔの産業廃棄物は、破砕、焼却等の中間処理

を経て 16 千ｔに減量化され、そのうち 15 千ｔが再生利用、２千ｔが最終処分され

ている。 

その結果、排出量の 84.6％にあたる 15 千ｔが再生利用、6.1％にあたる１千ｔが

減量化され、9.3％にあたる２千ｔについては、最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1188  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（情情報報通通信信業業））  
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－ 58－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

情報通信業の排出量 18 千ｔのうち 96.4％にあたる 18 千ｔが中間処理され、直接

再生利用されたのは 2.9％にあたる１千ｔ、直接最終処分されたのは 0.7％にあたる

0.1 千ｔである。中間処理される 18 千ｔの産業廃棄物は、破砕、焼却等の中間処理

を経て 16 千ｔに減量化され、そのうち 15 千ｔが再生利用、２千ｔが最終処分され

ている。 

その結果、排出量の 84.6％にあたる 15 千ｔが再生利用、6.1％にあたる１千ｔが

減量化され、9.3％にあたる２千ｔについては、最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1188  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（情情報報通通信信業業））  
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(単位：千t)

 

令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 1.0％減少、減量化率は 0.8％減少、最終処分

率は 1.7％増加している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--1199  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（情情報報通通信信業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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－ 59－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2200  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（情情報報通通信信業業））  
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(単位：千t)

－ 60－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2200  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（情情報報通通信信業業））  
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発生量 売却量
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(単位：千t)

55 上上下下水水道道業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況 

令和３年度の上下水道業の排出量は 14,400 千ｔで、令和２年度の 14,322 千ｔと比較す

ると 79 千ｔ（0.1％）増加している。 

廃棄物の種類別にみると、下水汚泥が 13，882 千ｔで全体の 96.4％を占めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2211  種種類類別別排排出出量量（（上上下下水水道道業業））

  

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2222  種種類類別別排排出出割割合合（（上上下下水水道道業業））  
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－ 61－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

上下水道業の排出量 14,400 千ｔのうちほぼ全量にあたる 14,400 千ｔが中間処理

され、直接再生利用されたのは 0.01％にあたる１千ｔ、直接最終処分されたのは

0.01％にあたる 0.1 千ｔである。中間処理される 14,400 千ｔの産業廃棄物は、中間

処理を経て 103 千ｔに減量化され、そのうち 67 千ｔが再生利用、36 千ｔが最終処分

されている。 

その結果、排出量の 0.5％にあたる 68 千ｔが再生利用、99.3％にあたる 14,297 千

ｔが減量化され、0.3％にあたる 36 千ｔについては、最終処分されている。 

 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2233  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（上上下下水水道道業業））  
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－ 62－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

上下水道業の排出量 14,400 千ｔのうちほぼ全量にあたる 14,400 千ｔが中間処理

され、直接再生利用されたのは 0.01％にあたる１千ｔ、直接最終処分されたのは

0.01％にあたる 0.1 千ｔである。中間処理される 14,400 千ｔの産業廃棄物は、中間

処理を経て 103 千ｔに減量化され、そのうち 67 千ｔが再生利用、36 千ｔが最終処分

されている。 

その結果、排出量の 0.5％にあたる 68 千ｔが再生利用、99.3％にあたる 14,297 千

ｔが減量化され、0.3％にあたる 36 千ｔについては、最終処分されている。 

 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2233  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（上上下下水水道道業業））  
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令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 0.2％増加、減量化率は 0.1％減少、最終処分

率は 0.1％減少している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2244  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（上上下下水水道道業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする）  
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2255  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（上上下下水水道道業業））  
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2255  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（上上下下水水道道業業））  
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66 電電気気・・ガガスス・・熱熱供供給給業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の情報通信業の排出量は 15 千ｔで、令和２年度の 18 千ｔと比較する

と３千ｔ（15.1％）減少している。 

廃棄物の種類別にみると、がれき類が全体の 65.7％にあたる 10 千ｔ、次いで特定

有害廃棄物・廃 PCB 等が 24.1％にあたる 4 千ｔであり、この２品目で全排出量の

89.8％を占めている。 

 
注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2266  種種類類別別排排出出量量（（電電気気・・ガガスス・・熱熱供供給給業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2277  種種類類別別排排出出割割合合（（電電気気・・ガガスス・・熱熱供供給給業業））    
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

電気・ガス・熱供給業の排出量 15 千ｔのうち、88.0％にあたる 14 千ｔが中間処

理され、直接再生利用されたのは 1.6％にあたる 0.2 千ｔ、直接最終処分されたのは

10.5％にあたる２千ｔである。中間処理される 14 千ｔの産業廃棄物は、破砕、焼却、

脱水等の中間処理を経て 12 千ｔに減量化され、そのうち 12 千ｔが再生利用、0.3 千

ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 77.9％にあたる 12 千ｔが再生利用、9.7％にあたる１千ｔが

減量化、12.4％にあたる２千ｔについては最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2288  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（電電気気・・ガガスス・・熱熱供供給給業業））  
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

電気・ガス・熱供給業の排出量 15 千ｔのうち、88.0％にあたる 14 千ｔが中間処

理され、直接再生利用されたのは 1.6％にあたる 0.2 千ｔ、直接最終処分されたのは

10.5％にあたる２千ｔである。中間処理される 14 千ｔの産業廃棄物は、破砕、焼却、

脱水等の中間処理を経て 12 千ｔに減量化され、そのうち 12 千ｔが再生利用、0.3 千

ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 77.9％にあたる 12 千ｔが再生利用、9.7％にあたる１千ｔが

減量化、12.4％にあたる２千ｔについては最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2288  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（電電気気・・ガガスス・・熱熱供供給給業業））  
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(単位：千t)

 

令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 0.6％減少し、減量化率は 5.3％減少、最終処

分率は 5.8％増加している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--2299  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（電電気気・・ガガスス・・熱熱供供給給業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3300  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（電電気気・・ガガスス・・熱熱供供給給業業））  
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3300  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（電電気気・・ガガスス・・熱熱供供給給業業））  
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(単位：千t)

 

77 運運輸輸業業，，郵郵便便業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の運輸業，郵便業の排出量は 53 千ｔで、令和２年度の 52 千ｔと比較

すると１千ｔ（2.2％）増加している。 

廃棄物の種類別にみると、廃プラスチック類が全体の 43.5％にあたる 23 千ｔ、次

いで木くずが 26.8％にあたる 14 千ｔであり、この２品目で全排出量の 70.2％を占

めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3311  種種類類別別排排出出量量（（運運輸輸業業，，郵郵便便業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3322  種種類類別別排排出出割割合合（（運運輸輸業業，，郵郵便便業業））    
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

運輸業，郵便業の排出量 53 千ｔのうち、97.1％にあたる 52 千ｔが中間処理され、

直接再生利用されたのは 2.4％にあたる１千ｔ、直接最終処分されたのは 0.5％にあ

たる 0.3 千ｔである。中間処理される 52 千ｔの産業廃棄物は、破砕、焼却等の中間

処理を経て 43 千ｔに減量化され、そのうち 41 千ｔが再生利用、３千ｔが最終処分

されている。 

その結果、排出量の 78.8％にあたる 42 千ｔが再生利用、15.2％にあたる８千ｔが

減量化、6.0％にあたる３千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3333  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（運運輸輸業業，，郵郵便便業業））  
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

運輸業，郵便業の排出量 53 千ｔのうち、97.1％にあたる 52 千ｔが中間処理され、

直接再生利用されたのは 2.4％にあたる１千ｔ、直接最終処分されたのは 0.5％にあ

たる 0.3 千ｔである。中間処理される 52 千ｔの産業廃棄物は、破砕、焼却等の中間

処理を経て 43 千ｔに減量化され、そのうち 41 千ｔが再生利用、３千ｔが最終処分

されている。 

その結果、排出量の 78.8％にあたる 42 千ｔが再生利用、15.2％にあたる８千ｔが

減量化、6.0％にあたる３千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3333  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（運運輸輸業業，，郵郵便便業業））  

  

再生利用量

4 2
X ( 7 8 .8 % )

P 2 4 J W
16 M W 10 2 3

直接 13 2 3 処理後
再生利用量 J K 再生利用量

1 10 11 4 1
( 2 .4 % ) 処理後量 ( 7 6 .4 % )

G H R K M
7 8 18 4 3 11 13

排出量 中間処理量 ( 8 1.8 % ) 処理後
A D 最終処分量

5 3 5 2 3 0 3
( 10 0 .0 % ) ( 9 7 .1% ) 減量化量 ( 5 .4 % )

Q S A B
17 19 8 2 8

直接 ( 15 .2 % ) 最終処分量
最終処分量

0 3
( 0 .5 % ) ( 6 .0 % )

(単位：千t)

 

令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 1.8％増加、減量化率は 2.8％減少、最終処分

率は 1.1％増加している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3344  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（運運輸輸業業，，郵郵便便業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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－ 71－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3355  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（運運輸輸業業，，郵郵便便業業））  

 

 

 

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量

5 5 2 4 2
( 7 8 .8 % )

N P J
14 16 10

自己 自己未処理 自己中間
減量化量 再生利用量 処理後

再生利用量
5 1 0

( 9 .0 % ) ( 2 .4 % ) ( 0 .0 % )
G H I K

7 8 9 11
排出量 自己中間 自己中間 自己中間

処理量 処理後量 処理後自己
最終処分量

5 3 5 1 0
( 10 0 .0 % ) ( 10 .0 % ) ( 1.1% ) ( 0 .0 % )

O Q
15 17

自己 自己未処理
未処理量 自己最終

処分量
4 8 0

( 9 0 .0 % ) ( 0 .0 % )
T

2 0
委託処理量

4 7
U V W ( 8 8 .7 % )

2 1 2 2 2 3
委託中間 委託中間 委託中間
処理量 処理後量 処理後再生

利用量
4 7 4 3 4 1

( 8 8 .1% ) ( 8 1.8 % ) ( 7 6 .4 % )
Y X

2 5 2 4
委託 委託中間

減量化量 処理後最終
処分量

A D Z 3 3 A A A B
3 0 2 6 ( 6 .3 % ) ( 5 .4 % ) 2 7 2 8

減量化量 委託直接 委託 最終処分量
最終処分量 最終処分量

8 0 3 3
( 15 .2 % ) ( 0 .5 % ) ( 6 .0 % ) ( 6 .0 % )

(単位：千t)

－ 72－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3355  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（運運輸輸業業，，郵郵便便業業））  

 

 

 

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量

5 5 2 4 2
( 7 8 .8 % )

N P J
14 16 10

自己 自己未処理 自己中間
減量化量 再生利用量 処理後

再生利用量
5 1 0

( 9 .0 % ) ( 2 .4 % ) ( 0 .0 % )
G H I K

7 8 9 11
排出量 自己中間 自己中間 自己中間

処理量 処理後量 処理後自己
最終処分量

5 3 5 1 0
( 10 0 .0 % ) ( 10 .0 % ) ( 1.1% ) ( 0 .0 % )

O Q
15 17

自己 自己未処理
未処理量 自己最終

処分量
4 8 0

( 9 0 .0 % ) ( 0 .0 % )
T

2 0
委託処理量

4 7
U V W ( 8 8 .7 % )

2 1 2 2 2 3
委託中間 委託中間 委託中間
処理量 処理後量 処理後再生

利用量
4 7 4 3 4 1

( 8 8 .1% ) ( 8 1.8 % ) ( 7 6 .4 % )
Y X

2 5 2 4
委託 委託中間

減量化量 処理後最終
処分量

A D Z 3 3 A A A B
3 0 2 6 ( 6 .3 % ) ( 5 .4 % ) 2 7 2 8

減量化量 委託直接 委託 最終処分量
最終処分量 最終処分量

8 0 3 3
( 15 .2 % ) ( 0 .5 % ) ( 6 .0 % ) ( 6 .0 % )

(単位：千t)

 

88 卸卸売売業業・・小小売売業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の卸売業・小売業の排出量は 132 千ｔで、令和２年度の 129 千ｔと比

較すると３千ｔ（2.2％）増加している。 

廃棄物の種類別にみると、廃プラスチック類が全体の 53.1％にあたる 70 千ｔ、次

いで金属くずが 10.1％にあたる 13 千ｔを占めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3366  種種類類別別排排出出量量（（卸卸売売業業・・小小売売業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3377  種種類類別別排排出出割割合合（（卸卸売売業業・・小小売売業業））    

7 0

6 9

13

13

11

11

11

10

10

10

5

5

4

4

7

7

0 2 0 4 0 6 0 8 0 10 0 12 0 14 0

令和３年度

排出量13 2

令和２年度

排出量12 9

(単位：千t)

廃プラスチック類 金属くず 混合廃棄物 ガラス・陶磁器くず

汚泥 木くず 廃油 その他

5 3 .1%

5 3 .0 %

10 .1%

10 .1%

8 .6 %

8 .6 %

8 .0 %

8 .1%

7 .8 %

7 .8 %

3 .9 %

3 .9 %

3 .1%

3 .1%

5 .5 %

5 .4 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 10 0 %

令和３年度

令和２年度

(単位：千t)

廃プラスチック類 金属くず 混合廃棄物

ガラス・陶磁器くず 汚泥 木くず

廃油 その他

－ 73－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

卸売業・小売業の排出量 132千ｔのうち 96.1％にあたる 127千ｔが中間処理され、

直接再生利用されるのは、排出量の 2.9％にあたる４千ｔ、直接最終処分された量は

0.9％にあたる１千ｔである。中間処理される 127 千ｔの産業廃棄物は、破砕、焼却

等の中間処理を経て 101 千ｔに減量化され、そのうち 92 千ｔが再生利用、９千ｔが

最終処分されている。 

その結果、排出量の 72.7％にあたる 96 千ｔが再生利用、19.6％にあたる 26 千ｔ

が減量化、7.7％にあたる 10 千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3388  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（卸卸売売業業・・小小売売業業））  
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P 2 4 J W
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(単位：千t)

－ 74－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

卸売業・小売業の排出量 132千ｔのうち 96.1％にあたる 127千ｔが中間処理され、

直接再生利用されるのは、排出量の 2.9％にあたる４千ｔ、直接最終処分された量は

0.9％にあたる１千ｔである。中間処理される 127 千ｔの産業廃棄物は、破砕、焼却

等の中間処理を経て 101 千ｔに減量化され、そのうち 92 千ｔが再生利用、９千ｔが

最終処分されている。 

その結果、排出量の 72.7％にあたる 96 千ｔが再生利用、19.6％にあたる 26 千ｔ

が減量化、7.7％にあたる 10 千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3388  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（卸卸売売業業・・小小売売業業））  
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A D 最終処分量
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Q S A B
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直接 ( 19 .6 % ) 最終処分量
最終処分量

1 10
( 0 .9 % ) ( 7 .7 % )

(単位：千t)

 

令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 0.5％増加、減量化率は 1.8％減少、最終処分

率は 1.3％増加している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--3399  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（卸卸売売業業・・小小売売業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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－ 75－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4400  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（卸卸売売業業・・小小売売業業））  

 

 

 

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量

13 9 7 9 6
( 7 2 .7 % )

N P J
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自己 自己未処理 自己中間
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( 13 .6 % ) ( 2 .9 % ) ( 0 .0 % )
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処理量 処理後量 処理後自己
最終処分量
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O Q
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未処理量 自己最終
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最終処分量 最終処分量
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(単位：千t)

－ 76－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4400  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（卸卸売売業業・・小小売売業業））  

 

 

 

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量
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(単位：千t)

 

99 不不動動産産業業，，物物品品賃賃貸貸業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の不動産業，物品賃貸業の排出量は 57 千ｔで、令和２年度の 54 千ｔ

と比較すると３千ｔ（4.9％）増加している。 

廃棄物の種類別にみると、廃プラスチック類が全体の 26.2％にあたる 15 千ｔ、次

いで混合廃棄物が 15.5％にあたる 9 千ｔを占めている。 

 
注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4411  種種類類別別排排出出量量（（不不動動産産業業，，物物品品賃賃貸貸業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4422  種種類類別別排排出出割割合合（（不不動動産産業業，，物物品品賃賃貸貸業業））    
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－ 77－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

不動産業，物品賃貸業の排出量 57 千ｔのうち、95.4％にあたる 55 千ｔが中間処

理され、直接再生利用されるのは、排出量の 3.3％にあたる２千ｔ、直接最終処分さ

れた量は 1.2％にあたる１千ｔである。中間処理される 55 千ｔの産業廃棄物は、破

砕等の中間処理を経て 50 千ｔに減量化され、そのうち 46 千ｔが再生利用、４千ｔ

が最終処分されている。 

その結果、排出量の 84.2％にあたる 48 千ｔが再生利用、8.1％にあたる５千ｔが

減量化、7.7％にあたる４千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4433  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（不不動動産産業業，，物物品品賃賃貸貸業業））  
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

不動産業，物品賃貸業の排出量 57 千ｔのうち、95.4％にあたる 55 千ｔが中間処

理され、直接再生利用されるのは、排出量の 3.3％にあたる２千ｔ、直接最終処分さ

れた量は 1.2％にあたる１千ｔである。中間処理される 55 千ｔの産業廃棄物は、破

砕等の中間処理を経て 50 千ｔに減量化され、そのうち 46 千ｔが再生利用、４千ｔ

が最終処分されている。 

その結果、排出量の 84.2％にあたる 48 千ｔが再生利用、8.1％にあたる５千ｔが

減量化、7.7％にあたる４千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4433  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（不不動動産産業業，，物物品品賃賃貸貸業業））  

  

再生利用量

4 8
X ( 8 4 .2 % )

P 2 4 J W
16 M W 10 2 3

直接 13 2 3 処理後
再生利用量 J K 再生利用量

2 10 11 4 6
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G H R K M
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排出量 中間処理量 ( 8 7 .4 % ) 処理後
A D 最終処分量
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( 10 0 .0 % ) ( 9 5 .4 % ) 減量化量 ( 6 .5 % )

Q S A B
17 19 5 2 8

直接 ( 8 .1% ) 最終処分量
最終処分量

1 4
( 1.2 % ) ( 7 .7 % )

(単位：千t)

 

令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 0.3％増加、減量化率は 1.5％減少、最終処分

率は 1.2％増加している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4444  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（不不動動産産業業，，物物品品賃賃貸貸業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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－ 79－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4455  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（不不動動産産業業，，物物品品賃賃貸貸業業））  

 

 

 

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量
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O Q
15 17

自己 自己未処理
未処理量 自己最終

処分量
5 3 0

( 9 2 .7 % ) ( 0 .0 % )
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(単位：千t)

－ 80－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4455  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（不不動動産産業業，，物物品品賃賃貸貸業業））  

 

 

 

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量

6 0 3 4 8
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T

2 0
委託処理量

5 2
U V W ( 9 0 .7 % )

2 1 2 2 2 3
委託中間 委託中間 委託中間
処理量 処理後量 処理後再生

利用量
5 1 5 0 4 6

( 8 9 .5 % ) ( 8 7 .3 % ) ( 8 0 .9 % )
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(単位：千t)

 

1100 学学術術研研究究，，専専門門・・技技術術ササーービビスス業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の学術研究，専門・技術サービス業の排出量は 26 千ｔで、令和２年度

の 28 千ｔと比較すると２千ｔ（7.3％）減少している。 

廃棄物の種類別にみると、廃プラスチック類が全体の 29.5％にあたる 8 千ｔ、次

いで汚泥と混合廃棄物がそれぞれ 14.7％にあたる 4 千ｔである。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4466  種種類類別別排排出出量量（（学学術術研研究究，，専専門門・・技技術術ササーービビスス業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4477  種種類類別別排排出出割割合合（（学学術術研研究究，，専専門門・・技技術術ササーービビスス業業））    
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－ 81－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

学術研究，専門・技術サービス業の排出量 26 千ｔのうち、95.5％にあたる 24 千

ｔが中間処理され、直接再生利用されたのは排出量の 3.5％にあたる１千ｔ、直接最

終処分された量は 1.0％にあたる 0.3 千ｔである。中間処理される 24 千ｔの産業廃

棄物は、破砕、焼却等の中間処理を経て 17 千ｔに減量化され、そのうち 15 千ｔが

再生利用、2 千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 62.4％にあたる 16 千ｔが再生利用、30.4％にあたる８千ｔが

減量化、7.2％にあたる 2 千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4488  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（学学術術研研究究，，専専門門・・技技術術ササーービビスス業業））  
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(単位：千t)

－ 82－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

学術研究，専門・技術サービス業の排出量 26 千ｔのうち、95.5％にあたる 24 千

ｔが中間処理され、直接再生利用されたのは排出量の 3.5％にあたる１千ｔ、直接最

終処分された量は 1.0％にあたる 0.3 千ｔである。中間処理される 24 千ｔの産業廃

棄物は、破砕、焼却等の中間処理を経て 17 千ｔに減量化され、そのうち 15 千ｔが

再生利用、2 千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 62.4％にあたる 16 千ｔが再生利用、30.4％にあたる８千ｔが

減量化、7.2％にあたる 2 千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4488  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（学学術術研研究究，，専専門門・・技技術術ササーービビスス業業））  
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17 19 8 2 8
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最終処分量

0 2
( 1.0 % ) ( 7 .2 % )

(単位：千t)

 

令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 1.4％減少、減量化率は 0.1％増加、最終処分

率は 1.3％増加している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--4499  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（学学術術研研究究，，専専門門・・技技術術ササーービビスス業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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－ 83－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5500  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（学学術術研研究究，，専専門門・・技技術術ササーービビスス業業））  

 

 

 

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量
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O Q
15 17

自己 自己未処理
未処理量 自己最終

処分量
2 1 0

( 8 0 .5 % ) ( 0 .0 % )
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(単位：千t)

－ 84－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5500  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（学学術術研研究究，，専専門門・・技技術術ササーービビスス業業））  

 

 

 

 

   

不要物等 有償 再生利用量
発生量 売却量
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(単位：千t)

 

1111 宿宿泊泊業業，，飲飲食食ササーービビスス業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の宿泊業，飲食サービス業の排出量は 30 千ｔで、令和２年度の 28 千

ｔと比較すると３千ｔ（10.2％）増加している。 

廃棄物の種類別にみると、廃プラスチック類が全体の 40.7％にあたる 12 千ｔ、次

いで汚泥が全体の 18.5％にあたる６千ｔを占めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5511  種種類類別別排排出出量量（（宿宿泊泊業業，，飲飲食食ササーービビスス業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5522  種種類類別別排排出出割割合合（（宿宿泊泊業業，，飲飲食食ササーービビスス業業））    
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－ 85－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

宿泊業，飲食サービス業の排出量 30 千ｔのうち、95.8％にあたる 29 千ｔが中間

処理され、直接再生利用されたのは排出量の 3.2％にあたる１千ｔ、直接最終処分さ

れた量は 1.0％にあたる 0.3 千ｔである。中間処理される 29 千ｔの産業廃棄物は、

破砕、焼却等の中間処理を経て 19 千ｔに減量化され、そのうち 18 千ｔが再生利用、

１千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 61.5％にあたる 19 千ｔが再生利用、32.5％にあたる 10 千ｔ

が減量化、5.9％にあたる２千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5533  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（宿宿泊泊業業，，飲飲食食ササーービビスス業業））  
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

宿泊業，飲食サービス業の排出量 30 千ｔのうち、95.8％にあたる 29 千ｔが中間

処理され、直接再生利用されたのは排出量の 3.2％にあたる１千ｔ、直接最終処分さ

れた量は 1.0％にあたる 0.3 千ｔである。中間処理される 29 千ｔの産業廃棄物は、

破砕、焼却等の中間処理を経て 19 千ｔに減量化され、そのうち 18 千ｔが再生利用、

１千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 61.5％にあたる 19 千ｔが再生利用、32.5％にあたる 10 千ｔ

が減量化、5.9％にあたる２千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5533  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（宿宿泊泊業業，，飲飲食食ササーービビスス業業））  
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令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 0.5％増加、減量化率は 1.4％減少、最終処分

率は 0.9％増加している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5544  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（宿宿泊泊業業，，飲飲食食ササーービビスス業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5555  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（宿宿泊泊業業，，飲飲食食ササーービビスス業業））  
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(単位：千t)
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5555  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（宿宿泊泊業業，，飲飲食食ササーービビスス業業））  
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(単位：千t)

 

1122 生生活活関関連連ササーービビスス業業，，娯娯楽楽業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の生活関連サービス業，娯楽業の排出量は３千ｔで、令和２年度と同

様である。 

廃棄物の種類別にみると、廃プラスチック類が全体の 66.7％にあたる 2 千ｔ、次

いで混合廃棄物が 33.3％にあたる 1 千ｔであり、この２品目で全排出量の 100.0％

を占めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5566  種種類類別別排排出出量量（（生生活活関関連連ササーービビスス業業，，娯娯楽楽業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5577  種種類類別別排排出出割割合合（（生生活活関関連連ササーービビスス業業，，娯娯楽楽業業））    
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

生活関連サービス業，娯楽業の排出量３千ｔのうち、99.1％にあたる３千ｔが中間

処理され、直接再生利用されたのは排出量の 0.02％にあたる 0.01 千ｔ、直接最終処

分された量は 0.9％にあたる 0.03 千ｔである。中間処理される３千ｔの産業廃棄物

は、破砕、焼却等の中間処理を経て３千ｔに減量化され、そのうち２千ｔが再生利

用、0.3 千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 76.2％にあたる２千ｔが再生利用、11.5％にあたる 0.3 千ｔ

が減量化され、12.3%にあたる 0.4 千 t が最終処分されている。 

 

  

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5588  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（生生活活関関連連ササーービビスス業業，，娯娯楽楽業業））  
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

生活関連サービス業，娯楽業の排出量３千ｔのうち、99.1％にあたる３千ｔが中間

処理され、直接再生利用されたのは排出量の 0.02％にあたる 0.01 千ｔ、直接最終処

分された量は 0.9％にあたる 0.03 千ｔである。中間処理される３千ｔの産業廃棄物

は、破砕、焼却等の中間処理を経て３千ｔに減量化され、そのうち２千ｔが再生利

用、0.3 千ｔが最終処分されている。 

その結果、排出量の 76.2％にあたる２千ｔが再生利用、11.5％にあたる 0.3 千ｔ

が減量化され、12.3%にあたる 0.4 千 t が最終処分されている。 

 

  

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5588  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（生生活活関関連連ササーービビスス業業，，娯娯楽楽業業））  
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令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 0.01%減少、減量化率は 2.5％減少、最終処分

率は 2.5％増加している。 

 

  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--5599  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（生生活活関関連連ササーービビスス業業，，娯娯楽楽業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6600  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（生生活活関関連連ササーービビスス業業，，娯娯楽楽業業））  
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6600  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（生生活活関関連連ササーービビスス業業，，娯娯楽楽業業））  
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(単位：千t)

 

1133 教教育育，，学学習習支支援援業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の教育，学習支援業の排出量は 22 千ｔで、令和２年度の 26 千ｔと比

較すると４千ｔ（16.8％）減少している。 

廃棄物の種類別にみると、廃プラスチック類が全体の 42.2％にあたる９千ｔ、次

いで金属くずが 19.2％にあたる４千ｔを占めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6611  種種類類別別排排出出量量（（教教育育，，学学習習支支援援業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6622  種種類類別別排排出出割割合合（（教教育育，，学学習習支支援援業業））    
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

教育，学習支援業の排出量 22 千ｔのうち、93.5％にあたる 20 千ｔが中間処理さ

れ、直接再生利用されるのは、排出量の 5.8％にあたる１千ｔ、直接最終処分された

量は 0.7％にあたる 0.2 千ｔである。中間処理される 20 千ｔの産業廃棄物は、破砕

等の中間処理を経て 16 千ｔに減量化され、そのうち 14 千ｔが再生利用、３千ｔが

最終処分されている。 

その結果、排出量の 68.9％にあたる 15 千ｔが再生利用、17.4％にあたる４千ｔが

減量化、13.7％にあたる３千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6633  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（教教育育，，学学習習支支援援業業））  
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－ 94－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

教育，学習支援業の排出量 22 千ｔのうち、93.5％にあたる 20 千ｔが中間処理さ

れ、直接再生利用されるのは、排出量の 5.8％にあたる１千ｔ、直接最終処分された

量は 0.7％にあたる 0.2 千ｔである。中間処理される 20 千ｔの産業廃棄物は、破砕

等の中間処理を経て 16 千ｔに減量化され、そのうち 14 千ｔが再生利用、３千ｔが

最終処分されている。 

その結果、排出量の 68.9％にあたる 15 千ｔが再生利用、17.4％にあたる４千ｔが

減量化、13.7％にあたる３千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6633  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（教教育育，，学学習習支支援援業業））  
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令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 1.5％減少、減量化率は 5.9％減少、最終処分

率は 7.4％増加している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6644  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（教教育育，，学学習習支支援援業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6655  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（教教育育，，学学習習支支援援業業））  
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(単位：千t)

－ 96－



 

廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6655  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（教教育育，，学学習習支支援援業業））  
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1144 医医療療，，福福祉祉  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の医療，福祉の排出量は 65 千ｔで、令和２年度の 59 千ｔと比較する

と６千ｔ（9.9％）増加している。 

廃棄物の種類別にみると、感染性廃棄物が全体の 68.7％にあたる 45 千ｔ、次いで

廃プラスチック類が 21.2％にあたる 14千ｔであり、この２品目で全排出量の 89.9％

を占めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

  

図図  33--6666  種種類類別別排排出出量量（（医医療療，，福福祉祉））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6677  種種類類別別排排出出割割合合（（医医療療，，福福祉祉））    
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－ 97－



 

((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

医療，福祉の排出量 65 千ｔのうち、97.9％にあたる 64 千ｔが中間処理され、直

接再生利用されるのは、排出量の 1.2％にあたる１千ｔ、直接最終処分された量は

0.9％にあたる１千ｔである。中間処理される 64 千ｔの産業廃棄物は、破砕等の中

間処理を経て 22 千ｔに減量化され、そのうち 19 千ｔが再生利用、３千ｔが最終処

分されている。 

その結果、排出量の 30.0％にあたる 19 千ｔが再生利用、63.8％にあたる 41 千ｔ

が減量化、6.1％にあたる４千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6688  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（医医療療，，福福祉祉））  
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

医療，福祉の排出量 65 千ｔのうち、97.9％にあたる 64 千ｔが中間処理され、直

接再生利用されるのは、排出量の 1.2％にあたる１千ｔ、直接最終処分された量は

0.9％にあたる１千ｔである。中間処理される 64 千ｔの産業廃棄物は、破砕等の中

間処理を経て 22 千ｔに減量化され、そのうち 19 千ｔが再生利用、３千ｔが最終処

分されている。 

その結果、排出量の 30.0％にあたる 19 千ｔが再生利用、63.8％にあたる 41 千ｔ

が減量化、6.1％にあたる４千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6688  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（医医療療，，福福祉祉））  
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令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 1.3％増加、減量化率は 0.7％増加、最終処分

率は 1.9％減少している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--6699  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（医医療療，，福福祉祉））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7700  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（医医療療，，福福祉祉））  
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7700  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（医医療療，，福福祉祉））  
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1155 ササーービビスス業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度のサービス業の排出量は 28 千ｔで、令和２年度の 25 千ｔと比較する

と３千ｔ（11.6％）増加している。 

廃棄物の種類別にみると、汚泥が全体の 29.5％にあたる８千ｔ、次いで廃プラス

チック類が 23.2％にあたる７千ｔを占めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7711  種種類類別別排排出出量量（（ササーービビスス業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7722  種種類類別別排排出出割割合合（（ササーービビスス業業））    
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

サービス業の排出量 28 千ｔのうち、95.3％にあたる 27 千ｔが中間処理され、直

接再生利用されるのは、排出量の 3.6％にあたる１千ｔ、直接最終処分された量は

1.1％にあたる 0.3 千ｔである。中間処理される 27 千ｔの産業廃棄物は、破砕等の

中間処理を経て 19 千ｔに減量化され、そのうち 18 千ｔが再生利用、１千ｔが最終

処分されている。 

その結果、排出量の 67.9％にあたる 19 千ｔが再生利用、26.7％にあたる８千ｔが

減量化、5.4％にあたる２千ｔが最終処分されている。 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7733  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（ササーービビスス業業））  
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

サービス業の排出量 28 千ｔのうち、95.3％にあたる 27 千ｔが中間処理され、直

接再生利用されるのは、排出量の 3.6％にあたる１千ｔ、直接最終処分された量は

1.1％にあたる 0.3 千ｔである。中間処理される 27 千ｔの産業廃棄物は、破砕等の

中間処理を経て 19 千ｔに減量化され、そのうち 18 千ｔが再生利用、１千ｔが最終

処分されている。 

その結果、排出量の 67.9％にあたる 19 千ｔが再生利用、26.7％にあたる８千ｔが

減量化、5.4％にあたる２千ｔが最終処分されている。 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7733  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（ササーービビスス業業））  
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令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 1.4%減少、減量化率は 0.1%減少、最終処分率

は 1.5％増加している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7744  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（ササーービビスス業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7755  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（ササーービビスス業業））  
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7755  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（ササーービビスス業業））  
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1166 自自動動車車整整備備業業  

((11)) 種種類類別別排排出出状状況況  

令和３年度の自動車整備業の排出量は７千ｔで、令和２年度と同様である。 

廃棄物の種類別にみると、廃プラスチック類が全体の 50.0％にあたる 4 千ｔ、次

いで金属くずが 25.0％にあたる 2 千ｔであり、この２品目で全排出量の 75.0％を占

めている。 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7766  種種類類別別排排出出量量（（自自動動車車整整備備業業））  

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7777  種種類類別別排排出出割割合合（（自自動動車車整整備備業業））    
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

自動車整備業の排出量７千ｔのうち、92.9％にあたる７千ｔが中間処理され、直接

再生利用されるのは、排出量の 6.9％にあたる 0.5 千ｔ、直接最終処分された量は

0.2％にあたる 0.02 千ｔである。中間処理される７千ｔの産業廃棄物は、破砕等の

中間処理を経て５千ｔに減量化され、そのうち５千ｔが再生利用、0.4 千ｔが最終処

分されている。 

その結果、排出量の 77.3％にあたる５千ｔが再生利用、16.6％にあたる１千ｔが

減量化されており、6.0％にあたる 0.4 千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7788  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（自自動動車車整整備備業業））  
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((22)) 処処理理・・処処分分状状況況  

自動車整備業の排出量７千ｔのうち、92.9％にあたる７千ｔが中間処理され、直接

再生利用されるのは、排出量の 6.9％にあたる 0.5 千ｔ、直接最終処分された量は

0.2％にあたる 0.02 千ｔである。中間処理される７千ｔの産業廃棄物は、破砕等の

中間処理を経て５千ｔに減量化され、そのうち５千ｔが再生利用、0.4 千ｔが最終処

分されている。 

その結果、排出量の 77.3％にあたる５千ｔが再生利用、16.6％にあたる１千ｔが

減量化されており、6.0％にあたる 0.4 千ｔが最終処分されている。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7788  処処理理・・処処分分のの流流れれ図図（（自自動動車車整整備備業業））  
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令和２年度と令和３年度の排出量に対する再生利用量、減量化量、最終処分量と

その割合を比較すると、再生利用率は 1.4％増加、減量化率は 1.1％減少、最終処分

率は 0.3％減少している。 

 

 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--7799  再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分状状況況（（自自動動車車整整備備業業））  

（上：処理・処分量 下：処理・処分割合 排出量を 100％とする） 
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--8800  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（自自動動車車整整備備業業））  
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廃棄物の処理・処分の詳細な流れ図を以下に示す。 

 

（ ）内の数字は排出量に対する割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  33--8800  処処理理・・処処分分のの詳詳細細流流れれ図図（（自自動動車車整整備備業業））  
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第第 44 編編  産産業業廃廃棄棄物物量量のの推推移移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

11 排排出出量量のの推推移移  

((11)) 全全業業種種  

都内における、全業種の産業廃棄物排出量の推移は以下に示すとおりである。 

排出量は、平成 15 年度から平成 27 年度までは増減を繰り返しながら、おおむね

24,000 千ｔ前後で推移していたが、平成 28 年度に大幅に増え、以降平成 29 年度を

ピークに減少傾向にある。 

 

  

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--11  産産業業廃廃棄棄物物排排出出量量のの推推移移（（全全業業種種））  
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((22)) 業業種種別別  

図 4-1 に示すとおり、東京都の産業廃棄物排出量の約 6 割は、上下水道業から排

出される上下水汚泥である。図 4-2 に示すとおり、上下水道業を除いた排出量は、

建設業及び製造業の排出量が 9 割以上を占めている。 

上下水道業を除いた排出量は平成 28 年度以降は横ばいで推移していたが、令和２

年度に大きく減少した。 

 

 

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--22  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別排排出出量量のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業をを除除くく。。））  
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((22)) 業業種種別別  

図 4-1 に示すとおり、東京都の産業廃棄物排出量の約 6 割は、上下水道業から排

出される上下水汚泥である。図 4-2 に示すとおり、上下水道業を除いた排出量は、

建設業及び製造業の排出量が 9 割以上を占めている。 

上下水道業を除いた排出量は平成 28 年度以降は横ばいで推移していたが、令和２

年度に大きく減少した。 

 

 

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--22  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別排排出出量量のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業をを除除くく。。））  
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((33)) 産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別  

上下水道業を除く産業廃棄物の種類別排出量の推移は以下に示すとおりである。 

排出量に占める割合の大きい品目は、がれき類、建設汚泥である。 

がれき類は平成 15 年度から平成 21 年度までは 4,000 千ｔから 5,700 千ｔ前後で

増減を繰り返し、平成 21 年度以降は増加傾向で推移しており、平成 29 年度をピー

クに減少傾向にある。 

また、建設汚泥は平成 17 年度から平成 27 年度はほぼ 2,000 千ｔから 2,500 千ｔ

前後で推移し、平成 29 年度をピークに減少傾向にある。 

 

  

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--33  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別排排出出量量のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業をを除除くく。。））  
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((44)) 業業種種別別のの詳詳細細  

（ア）建設業 

建設業の排出量の推移は以下に示すとおりである。 

平成 15 年度から平成 19 年度までは 9,000 千ｔ前後で推移していたが、平成 20 年

度に 7,039 千ｔまで減少した。その後は増加傾向で推移していたが、令和２年度に

は減少したが、令和３年度に 9,593 千 t となっている。 

廃棄物の種類別にみると、がれき類が最も多く、次いで建設汚泥の順となってい

る。全排出量に対するこの 2 種類の排出量が占める割合は大きく、この傾向に変化

はみられない。 

 

  

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--44  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別排排出出量量のの推推移移  

（（建建設設業業））  
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((44)) 業業種種別別のの詳詳細細  

（ア）建設業 

建設業の排出量の推移は以下に示すとおりである。 

平成 15 年度から平成 19 年度までは 9,000 千ｔ前後で推移していたが、平成 20 年

度に 7,039 千ｔまで減少した。その後は増加傾向で推移していたが、令和２年度に

は減少したが、令和３年度に 9,593 千 t となっている。 

廃棄物の種類別にみると、がれき類が最も多く、次いで建設汚泥の順となってい

る。全排出量に対するこの 2 種類の排出量が占める割合は大きく、この傾向に変化

はみられない。 

 

  

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--44  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別排排出出量量のの推推移移  

（（建建設設業業））  
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（イ）製造業 

製造業の排出量の推移は以下に示すとおりである。 

排出量は平成 16 年度から平成 22 年度までは増減を繰り返しており、平成 25 年度

以降は横ばいで推移していたが、平成 30 年度以降は減少傾向で推移している。 

廃棄物の種類別にみると、平成 21年度までは排出量の大半を汚泥が占めていたが、

平成 22 年度以降はガラス・陶磁器くずの排出量の増加に伴い、汚泥の割合はガラス・

陶磁器くずとほぼ同等となっている。 

 

  

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--55  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別排排出出量量のの推推移移  

（（製製造造業業））  
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（ウ）上下水道業 

上下水道業の排出量の推移は以下に示すとおりである。 

上下水道業から排出される主たる廃棄物は上下水汚泥である。 

平成 15 年度から平成 20 年度までは横ばいで推移していたが、平成 21 年度に大き

く増加し、その後は減少傾向が見られた。しかし、平成 28 年度にまた大きく増加し、

平成 29 年度以降は横ばいで推移している。 

 

  
グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--66  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別排排出出量量のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業））  

   

S 5 7

年度

S 6 2

年度

H4

年度

H10

年度

H15

年度

H16

年度

H17

年度

H18

年度

H19

年度

H2 0

年度

H2 1

年度

H2 2

年度

H2 3

年度

H2 4

年度

H2 5

年度

H2 6

年度

H2 7

年度

H2 8

年度

H2 9

年度

H3 0

年度

R 1

年度

R 2

年度

R 3

年度

合計 10 ,0 2 1 12 ,5 9 2 13 ,111 12 ,3 5 4 12 ,6 2 5 13 ,2 19 13 ,0 9 0 13 ,13 6 13 ,0 6 2 13 ,0 8 4 14 ,2 8 6 13 ,8 7 7 14 ,4 8 3 13 ,7 7 9 13 ,5 3 8 13 ,10 2 12 ,0 3 2 14 ,6 7 6 14 ,8 3 6 14 ,7 5 4 14 ,2 0 4 14 ,3 2 2 14 ,4 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 1 1 1 8 8 8 8 8

汚泥 10 ,0 2 1 12 ,5 9 2 13 ,111 12 ,3 5 4 12 ,6 2 5 13 ,2 19 13 ,0 9 0 13 ,13 6 13 ,0 6 2 13 ,0 8 4 14 ,2 8 6 13 ,8 7 7 14 ,4 8 3 13 ,7 7 7 13 ,5 3 5 13 ,10 1 12 ,0 3 1 14 ,6 7 5 14 ,8 2 8 14 ,7 4 6 14 ,19 6 14 ,3 14 14 ,3 9 3

10 ,0 2 1

12 ,5 9 2
13 ,111

12 ,3 5 4 12 ,6 2 5
13 ,2 19 13 ,0 9 0 13 ,13 6 13 ,0 6 2 13 ,0 8 4

14 ,2 8 6
13 ,8 7 7

14 ,4 8 3

13 ,7 7 9 13 ,5 3 8
13 ,10 2

12 ,0 3 2

14 ,6 7 6 14 ,8 3 6 14 ,7 5 4
14 ,2 0 4 14 ,3 2 2 14 ,4 0 0

0

2 ,0 0 0

4 ,0 0 0

6 ,0 0 0

8 ,0 0 0

10 ,0 0 0

12 ,0 0 0

14 ,0 0 0

16 ,0 0 0

排
出
量
（
千

t）

－ 114 －



 

（ウ）上下水道業 

上下水道業の排出量の推移は以下に示すとおりである。 

上下水道業から排出される主たる廃棄物は上下水汚泥である。 

平成 15 年度から平成 20 年度までは横ばいで推移していたが、平成 21 年度に大き

く増加し、その後は減少傾向が見られた。しかし、平成 28 年度にまた大きく増加し、

平成 29 年度以降は横ばいで推移している。 

 

  
グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--66  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別排排出出量量のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業））  
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22 再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分のの状状況況のの推推移移  

((11)) 全全業業種種  

都内における全業種の産業廃棄物再生利用量、減量化量、最終処分量の推移は、以

下に示すとおりである。 

平成 28 年度に減量化量が大きく増加し、再生利用量は令和元年度に大きく増加し

たが、横ばいで推移している。 

 

  

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--77  産産業業廃廃棄棄物物のの再再生生利利用用・・減減量量化化・・最最終終処処分分のの状状況況のの推推移移  
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((22)) 業業種種別別  

1）再生利用量 

産業廃棄物の業種別再生利用量の推移は以下に示すとおりである。 

再生利用量の中で占める割合の最も大きな業種は建設業である。 

建設業の再生利用量は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建

設リサイクル法」と表記する。）が施行された翌年の平成 15 年度以降、増加傾向で

推移しており、平成 20 年度に排出量の減少に伴い一時的に大きく減少したが、平成

21 年度から平成 28 年度までは再び増加傾向で推移していた。令和元年度に大きく増

加したが、横ばいで推移している。 

 

  

グラフ内の数字は再生利用量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--88  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別再再生生利利用用量量のの推推移移  
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((22)) 業業種種別別  

1）再生利用量 

産業廃棄物の業種別再生利用量の推移は以下に示すとおりである。 

再生利用量の中で占める割合の最も大きな業種は建設業である。 

建設業の再生利用量は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建

設リサイクル法」と表記する。）が施行された翌年の平成 15 年度以降、増加傾向で

推移しており、平成 20 年度に排出量の減少に伴い一時的に大きく減少したが、平成

21 年度から平成 28 年度までは再び増加傾向で推移していた。令和元年度に大きく増

加したが、横ばいで推移している。 

 

  

グラフ内の数字は再生利用量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--88  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別再再生生利利用用量量のの推推移移  

  

S 5 7

年度

S 6 2

年度

H4

年度

H10

年度

H15

年度

H16

年度

H17

年度

H18

年度

H19

年度

H2 0

年度

H2 1

年度

H2 2

年度

H2 3

年度

H2 4

年度

H2 5

年度

H2 6

年度

H2 7

年度

H2 8

年度

H2 9

年度

H3 0

年度

R 1

年度

R 2

年度

R 3

年度

合計 1,9 8 0 3 ,112 3 ,6 5 0 5 ,2 3 7 6 ,7 3 8 5 ,9 6 3 6 ,6 0 3 7 ,8 3 7 7 ,5 6 5 5 ,8 0 7 6 ,2 7 4 6 ,5 5 3 6 ,6 2 8 7 ,19 4 8 ,6 9 3 9 ,2 7 6 9 ,6 2 4 9 ,6 8 9 9 ,2 5 2 8 ,7 9 3 10 ,0 9 8 8 ,5 2 6 9 ,0 8 2

その他 5 2 8 6 9 0 19 0 17 3 19 2 2 4 3 4 14 3 4 5 3 0 8 4 3 0 6 4 4 3 7 0 3 8 8 3 0 6 3 2 9 3 2 3 3 13 3 18 3 4 6 4 0 4 3 6 2 3 8 5

製造業 4 7 3 3 8 4 3 7 1 19 4 4 19 3 2 2 17 6 2 8 3 4 13 2 7 8 15 1 3 0 5 2 8 9 3 13 5 8 4 5 5 0 5 6 6 6 4 0 5 4 9 6 7 5 6 8 2 6 3 7 6 3 0

建設業 1,4 5 5 2 ,6 4 2 3 ,18 9 4 ,8 5 3 6 ,14 6 5 ,4 4 9 6 ,18 4 7 ,14 0 6 ,8 0 7 5 ,2 2 1 5 ,6 9 3 5 ,6 0 4 5 ,9 6 9 6 ,4 9 3 7 ,8 0 3 8 ,3 9 7 8 ,7 3 5 8 ,7 3 6 8 ,3 8 5 7 ,7 7 2 9 ,0 12 7 ,5 2 8 8 ,0 6 7

1,9 8 0

3 ,112

3 ,6 5 0

5 ,2 3 7

6 ,7 3 8

5 ,9 6 3

6 ,6 0 3

7 ,8 3 7
7 ,5 6 5

5 ,8 0 7

6 ,2 7 4
6 ,5 5 3 6 ,6 2 8

7 ,19 4

8 ,6 9 3

9 ,2 7 6
9 ,6 2 4 9 ,6 8 9

9 ,2 5 2

8 ,7 9 3

10 ,0 9 8

8 ,5 2 6

9 ,0 8 2

0

2 ,0 0 0

4 ,0 0 0

6 ,0 0 0

8 ,0 0 0

10 ,0 0 0

12 ,0 0 0

再
生
利
用
量
（
千

t）

 

2）減量化量 

産業廃棄物の業種別減量化量の推移は以下に示すとおりである。 

減量化量の中で占める割合の最も大きな業種は上下水道業である。 

上下水道業の減量化量は、昭和 62 年度以降、増減はあるものの、横ばいで推移し

ていた。平成 27 年度には一時的に大幅な減少が見られたが、平成 28 年度以降は横

ばいで推移している。 

建設業の減量化量は平成 28 年度に大きく増加し、その後おおむね横ばいで推移し

ている。 

製造業の減量化量は平成 16 年度以降おおむね横ばいで推移している。 

 

  

グラフ内の数字は減量化量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--99  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別減減量量化化量量のの推推移移  
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3）最終処分量 

産業廃棄物の業種別最終処分量の推移は以下に示すとおりである。 

いずれの業種についても増減はあるが、おおむね減少傾向で推移しており、令和

２年度に大幅に減少した。また、建設業をみると、平成 15 年度以前と比較して、最

終処分量が大幅に減少している。これは建設リサイクル法施行に伴うものと考えら

れる。 

 

  

グラフ内の数字は最終処分量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1100  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別最最終終処処分分量量のの推推移移  

 

  

S 5 7

年度

S 6 2

年度

H4

年度

H10

年度

H15

年度

H16

年度

H17

年度

H18

年度

H19

年度

H2 0

年度

H2 1

年度

H2 2

年度

H2 3

年度

H2 4

年度

H2 5

年度

H2 6

年度

H2 7

年度

H2 8

年度

H2 9

年度

H3 0

年度

R 1

年度

R 2

年度

R 3

年度

合計 3 ,19 8 4 ,5 2 2 6 ,0 7 0 3 ,4 4 3 1,4 9 2 1,5 7 6 1,18 1 1,4 0 6 1,16 3 1,0 3 0 8 3 9 7 8 6 1,0 3 1 8 7 7 7 4 8 7 0 4 6 0 6 5 8 0 5 8 4 6 5 5 5 7 8 3 11 3 9 6

その他 5 5 8 0 7 1 3 4 7 8 6 8 13 6 17 2 12 1 19 7 16 5 115 9 6 9 9 5 5 5 5 5 9 4 5 3 5 4 0 4 3 2 9 3 5

製造業 4 0 3 3 7 3 3 6 8 14 1 3 5 8 2 4 5 15 3 2 0 8 17 0 2 0 0 9 8 14 7 2 5 2 2 3 8 10 5 115 10 1 10 9 9 0 114 115 5 9 9 4

建設業 2 ,14 0 3 ,6 8 0 5 2 6 9 3 0 3 6 1,0 2 3 1,2 3 2 8 0 2 9 9 8 8 4 5 6 0 4 5 5 4 5 0 7 5 9 0 4 3 6 4 9 9 4 8 6 4 0 1 3 9 5 4 2 1 4 6 3 3 7 2 18 0 2 3 1

上下水道業 6 0 0 3 8 9 3 6 2 2 3 2 3 3 3 1 9 0 2 8 2 7 2 9 2 2 17 9 3 10 4 8 9 4 8 4 5 3 1 3 8 3 8 4 9 4 4 3 6

3 ,19 8

4 ,5 2 2

6 ,0 7 0

3 ,4 4 3

1,4 9 2 1,5 7 6

1,18 1
1,4 0 6

1,16 3
1,0 3 0

8 3 9 7 8 6

1,0 3 1
8 7 7

7 4 8 7 0 4
6 0 6 5 8 0 5 8 4 6 5 5 5 7 8

3 11 3 9 6

0

1,0 0 0

2 ,0 0 0

3 ,0 0 0

4 ,0 0 0

5 ,0 0 0

6 ,0 0 0

7 ,0 0 0

最
終
処
分
量
（
千

t）

－ 118 －



 

3）最終処分量 

産業廃棄物の業種別最終処分量の推移は以下に示すとおりである。 

いずれの業種についても増減はあるが、おおむね減少傾向で推移しており、令和

２年度に大幅に減少した。また、建設業をみると、平成 15 年度以前と比較して、最

終処分量が大幅に減少している。これは建設リサイクル法施行に伴うものと考えら

れる。 

 

  

グラフ内の数字は最終処分量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1100  産産業業廃廃棄棄物物のの業業種種別別最最終終処処分分量量のの推推移移  
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4）業種毎の詳細 

（ア）建設業 

建設業の処理状況の推移は図 4-11、処理比率の推移は図 4-12 に示すとおりであ

る。 

平成 4 年度以前の最終処分率は 50％前後であったが、建設リサイクル法施行の翌

年にあたる平成 15 年度には 11.7％まで減少し、以降はおおむね減少傾向で推移して

いる。 

また、平成 17 年度から平成 27 年度までの再生利用率はおおむね増加傾向で推移

していたが、平成 28 年度以降は 80％前後で推移している。 

 

  

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1111  処処理理状状況況のの推推移移  

（（建建設設業業））  

 

  

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1122  処処理理比比率率のの推推移移  

（（建建設設業業））  
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（イ）製造業 

製造業の処理状況の推移は図 4-13、処理比率の推移は図 4-14 に示すとおりであ

る。 

平成 21 年度以前は、減量化率が 60％から 80％前後で推移していたが、近年の排

出量に占める割合はガラス・陶磁器くずが増加しており、減量化率は 40％前後まで

減少し、再生利用率が増加傾向で推移しており、45％から 60％前後で推移している。 

 

  

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1133  処処理理状状況況のの推推移移  

（（製製造造業業））  

 

  

グラフ内の数字は排出量の割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1144  処処理理比比率率のの推推移移  

（（製製造造業業））  
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（イ）製造業 

製造業の処理状況の推移は図 4-13、処理比率の推移は図 4-14 に示すとおりであ

る。 

平成 21 年度以前は、減量化率が 60％から 80％前後で推移していたが、近年の排

出量に占める割合はガラス・陶磁器くずが増加しており、減量化率は 40％前後まで

減少し、再生利用率が増加傾向で推移しており、45％から 60％前後で推移している。 

 

  

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1133  処処理理状状況況のの推推移移  

（（製製造造業業））  

 

  

グラフ内の数字は排出量の割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1144  処処理理比比率率のの推推移移  

（（製製造造業業））  
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（ウ）上下水道業 

上下水道業の処理状況の推移は図 4-15、処理比率の推移は図 4-16 に示すとおりで

ある。 

上下水道業から排出される廃棄物は、ほぼ上下水汚泥のみで構成されているため、

減量化が主体となっており、平成 15 年度以降の減量化率は 99％前後で推移してい

る。 

 

  

グラフ内の数字は排出量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1155  処処理理状状況況のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業））  

 

  

グラフ内の数字は処理量の割合を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1166  処処理理比比率率のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業））  
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((33)) 種種類類別別  

１）再生利用量 

産業廃棄物の種類別再生利用量の推移は以下に示すとおりである。 

再生利用量の中で占める割合が多い品目は、がれき類と汚泥（主に建設汚泥）であ

る。 

がれき類の再生利用量は、建設リサイクル法施行の翌年の平成 15 年度に大きく増

加しており、平成 16 年度から平成 27 年度は増減を繰り返しつつも、増加傾向で推

移している。 

 

  

グラフ内の数字は再生利用量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1177  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別再再生生利利用用量量のの推推移移  
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((33)) 種種類類別別  

１）再生利用量 

産業廃棄物の種類別再生利用量の推移は以下に示すとおりである。 

再生利用量の中で占める割合が多い品目は、がれき類と汚泥（主に建設汚泥）であ

る。 

がれき類の再生利用量は、建設リサイクル法施行の翌年の平成 15 年度に大きく増

加しており、平成 16 年度から平成 27 年度は増減を繰り返しつつも、増加傾向で推

移している。 

 

  

グラフ内の数字は再生利用量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1177  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別再再生生利利用用量量のの推推移移  
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（ア）建設業 

建設業の種類別再生利用量の推移は以下に示すとおりである。 

建設業の再生利用量は、がれき類が最も多く、平成 20 年度に一時的な減少がみら

れたが、以降平成 27 年度まで増加傾向で推移していた。平成 28 年度以降は増減を

繰り返している。 

 

  

グラフ内の数字は再生利用量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1188  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別再再生生利利用用量量のの推推移移  

（（建建設設業業））  
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（イ）製造業 

製造業の種類別再生利用量の推移は以下に示すとおりである。 

製造業の再生利用量は、平成 10 年度までは鉱さいの占める割合が多かった。しか

し、平成 15 年度から平成 30 年度はガラス・陶磁器くずが大幅に増加し、平成 28 年

以降は増減を繰り返している。 

 

  
グラフ内の数字は再生利用量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1199  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別再再生生利利用用量量のの推推移移  

（（製製造造業業））  
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（イ）製造業 

製造業の種類別再生利用量の推移は以下に示すとおりである。 

製造業の再生利用量は、平成 10 年度までは鉱さいの占める割合が多かった。しか

し、平成 15 年度から平成 30 年度はガラス・陶磁器くずが大幅に増加し、平成 28 年

以降は増減を繰り返している。 

 

  
グラフ内の数字は再生利用量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--1199  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別再再生生利利用用量量のの推推移移  

（（製製造造業業））  
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（ウ）上下水道業 

上下水道業の種類別再生利用量の推移は以下に示すとおりである。 

上下水道業の再生利用量の主たるものは上下水汚泥で、おおむね 50 千ｔから 70

千ｔ前後を推移していたが、平成 21 年度及び平成 22 年度には一時的に大幅な増加

がみられた。平成 2６年度から平成 30 年度は横ばいで推移していたが、令和元年度

に 75 千ｔまで増加し、令和３年度も 68 千ｔとなっている。 

 

 

グラフ内の数字は再生利用量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--2200  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別再再生生利利用用量量のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業））  
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2）減量化量 

減量化量の中では上下水汚泥の占める割合が非常に多いため、上下水道業を除く

産業廃棄物の種類別減量化量の推移を以下に示す。 

廃棄物の種類別にみると、建設汚泥及びその他汚泥が多くを占めている。減量化

量は年度による変動が大きく、平成 17年度には一時的に大幅な減少がみられている。

平成 20 年度以降については増減はあるものの横ばいで推移しており、平成 28 年度

以降、増加傾向で推移した後、令和元年度に減少し、その後、横ばいで推移している。 

 

  

グラフ内の数字は減量化量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--2211  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別減減量量化化量量のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業をを除除くく。。））  
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2）減量化量 

減量化量の中では上下水汚泥の占める割合が非常に多いため、上下水道業を除く

産業廃棄物の種類別減量化量の推移を以下に示す。 

廃棄物の種類別にみると、建設汚泥及びその他汚泥が多くを占めている。減量化

量は年度による変動が大きく、平成 17年度には一時的に大幅な減少がみられている。

平成 20 年度以降については増減はあるものの横ばいで推移しており、平成 28 年度

以降、増加傾向で推移した後、令和元年度に減少し、その後、横ばいで推移している。 

 

  

グラフ内の数字は減量化量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--2211  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別減減量量化化量量のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業をを除除くく。。））  
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3）最終処分量 

産業廃棄物の種類別最終処分量の推移は以下に示すとおりである。 

平成 15 年度以前の最終処分量に占める割合の多い品目は汚泥（主に建設汚泥）と

がれき類で、全体量の約 8 割から 9 割を占めていた。建設リサイクル法の施行後、

建設汚泥の減量化及びがれき類の再生利用化が進んだことにより、２品目の最終処

分量は大きく減少し、それに伴って全体量も大幅に減少した。それ以降、増減はある

ものの減少傾向で推移している。 

 

  
 

グラフ内の数字は最終処分量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--2222  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別最最終終処処分分量量のの推推移移  
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（ア）建設業 

建設業の種類別最終処分量の推移は以下に示すとおりである。 

廃棄物の種類別にみると、汚泥及びがれき類が占める割合が多かったが、建設リ

サイクル法の施行後に２品目の最終処分量は大幅に減少しており、以降、増減はあ

るもののおおむね減少傾向で推移している。 

 

  

グラフ内の数字は最終処分量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--2233  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別最最終終処処分分量量のの推推移移  

（（建建設設業業））  
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（ア）建設業 

建設業の種類別最終処分量の推移は以下に示すとおりである。 

廃棄物の種類別にみると、汚泥及びがれき類が占める割合が多かったが、建設リ

サイクル法の施行後に２品目の最終処分量は大幅に減少しており、以降、増減はあ

るもののおおむね減少傾向で推移している。 

 

  

グラフ内の数字は最終処分量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--2233  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別最最終終処処分分量量のの推推移移  

（（建建設設業業））  
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（イ）製造業 

製造業の種類別最終処分量の推移は以下に示すとおりである。 

最終処分量は大きく増減を繰り返しながらも、減少傾向で推移している。 

廃棄物の種類別にみると、平成 10 年度までは汚泥と廃プラスチック類が多くを占

めていたが、平成 15 年度に一時的にガラス・陶磁器くずが大幅に増加した。平成 16、

17 年度は減少したものの、それ以降は最終処分量の大半をガラス・陶磁器くずが占

めている。 

 

  

グラフ内の数字は最終処分量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--2244  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別最最終終処処分分量量のの推推移移  

（（製製造造業業））  
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（ウ）上下水道業 

上下水道業の種類別最終処分量の推移は以下に示すとおりである。 

廃棄物の種類としては、おおむね汚泥である。 

平成 15 年度から平成 22 年度までは、増減はあるものの、緩やかな減少傾向で推

移していたが、平成 23 年度の原発事故による放射性物質の影響で再生利用が出来な

くなっていたため、平成 23 年度以降 100 千ｔ前後で推移していた。平成 26 年度以

降は 30 千ｔから 50ｔ前後で推移している。 

 

  

グラフ内の数字は最終処分量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--2255  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別最最終終処処分分量量のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業））  
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（ウ）上下水道業 

上下水道業の種類別最終処分量の推移は以下に示すとおりである。 

廃棄物の種類としては、おおむね汚泥である。 

平成 15 年度から平成 22 年度までは、増減はあるものの、緩やかな減少傾向で推

移していたが、平成 23 年度の原発事故による放射性物質の影響で再生利用が出来な

くなっていたため、平成 23 年度以降 100 千ｔ前後で推移していた。平成 26 年度以

降は 30 千ｔから 50ｔ前後で推移している。 

 

  

グラフ内の数字は最終処分量の合計を示す。 

注）各項目量は四捨五入してあるため、合算値が合わない場合がある。 

 

図図  44--2255  産産業業廃廃棄棄物物のの種種類類別別最最終終処処分分量量のの推推移移  

（（上上下下水水道道業業））  
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第第 55 編編  東東京京都都資資源源循循環環・・廃廃棄棄物物処処理理計計画画にに示示すす処処分分量量等等削削減減目目標標のの状状況況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

11 各各目目標標値値のの達達成成状状況況等等  

産業廃棄物に関する各目標値とその達成状況等は以下に示すとおりである。 

 

表表  55--11  各各目目標標値値及及びびそそのの達達成成状状況況等等  

計画名 目標値 達成状況等 

東京都資源循環・廃棄

物処理計画 

令和３年９月策定 

(2021-2025) 

【令和７年度の目標量】 

最終処分量：59 万 t 

（平成 30 年度比 9.9%減） 

【令和３年度の状況】 

最終処分量：39.6 万 t 

（平成 30 年度比 39.6%減） 

 

  

図図  55--11  東東京京都都廃廃棄棄物物処処理理計計画画（（最最終終処処分分量量））のの達達成成状状況況  
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